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第 1 章 序論 
 
1.1 研究の背景 
1.1.1.既設耐候性鋼橋梁の現状 
耐候性鋼材とは，表面に緻密なさび層（保護性さび）を形成し，塩分，水，酸素の
浸入を阻止することで，腐食の進行を抑制する鋼材である．図 1.1 は普通鋼材と耐候
性鋼材のさび層を模式的に示したものである．普通鋼材に生成する赤さびは，Fe3O4
（マグネタイト）や FeOOH 層でできているのに対し，耐候性鋼材に生成するさびは，
外層さび（γ-FeOOH：レピドクロサイト）と内層さび（α-FeOOH：ゲーサイト）で構
成される 2 層構造となっている[1]．耐候性鋼材の「保護性さび」とは，この内層さび
のことである．内層さび（保護性さび）は，耐候性鋼に少量添加されている Cu（銅），
Cr（クロム），Ni（ニッケル），P（りん）などの合金元素が濃縮することによって形
成される．この緻密な内層さび層が環境中の腐食の要因となる反応物質と金属表面を
遮断する塗膜の役割を果たすと言われている[2]．このような特徴を有する耐候性鋼材
を利用し，塗装しない鋼橋のことを耐候性鋼橋梁という． 
耐候性鋼材の表面に保護性さびが形成されるには，適度な乾湿が繰り返される環境
であることが条件となる．鋼材表面に滞水や堆積物が存在すると，その部分の乾湿繰
り返しが阻害され，保護性さびを形成することができなくなる．また，近接道路上に
凍結防止剤が散布される場合や海岸に比較的近い場合には，飛来塩分の影響を受けて
保護性さびが形成されず，層状剥離さびが形成された例もある．層状剥離さびが形成
されると鋼材の腐食が進行しやすくなる．そのため，耐候性鋼橋梁の適用にあたって
は，飛来塩分等の腐食性因子の影響が小さいと判断される地域で使用するものとされ
ている[3,4]． 
 
 
図 1.1 普通鋼材と耐候性鋼材のさび層断面の模式図 
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米国 U.S.STEEL 社により耐候性鋼材が開発されたのは 1930 年代であるが，大型構
造物に使用されだしたのは 1960 年代に入ってからである．日本においては 1968 年に
耐候性鋼材が JIS 化され，土木，建築，機械等各分野で広く使用されるようになった．
耐候性鋼材は，建設時の塗装費用と保守時の塗替え費用の削減を目的として開発され
た鋼材であり，橋梁としては 1967 年に知多 2 号橋で初めて無塗装で使用された[4]．
その後，橋梁への耐候性鋼材の使用は着実に増加してきた．図 1.2 は耐候性鋼橋梁の
建設量の累計の推移を示したものである．2015 年までに約 190 万 t 以上の耐候性鋼橋
梁が建設されており，全鋼橋に占める比率は 9.0%になる[5]．鉄道橋としては，1980
年に会津線第三大川橋梁で初めて使用された．その後，無塗装鋼鉄道橋の使用実績は
徐々に増加し，裸およびさび安定化処理を施したものを含め，2015 年までに 10 万 t
以上の耐候性鋼を用いた鉄道橋が建設されている[5]． 
図 1.3 は，耐候性鋼橋梁の建設量の年次変化と表面処理仕様の違いを示している．
近年では耐候性鋼橋梁の建設量が一時に比べて少なくなっているが，裸仕様が全耐候
性鋼橋梁に占める割合が高い． 
 
図 1.2 耐候性鋼橋梁の建設量の累計[5] 
 
図 1.3 耐候性鋼橋梁の建設量と表面処理仕様の違い[5] 
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図 1.4 は JR 東日本管内の耐候性鋼橋梁の数量を示している（2017 年現在）．架設初
期の耐候性鋼橋梁は裸仕様であるが，20 年前からは安定化処理仕様が一般的となって
いる．経年 20 年以上の裸仕様の耐候性鋼橋梁は全数量の 6 割程度であり，これらは兵
庫県南部地震（1995 年 1 月）以前に設計されたものである． 
 
兵庫県南部地震後の 1999 年に制定された「鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震
設計）」（以下，耐震標準）[6]では，地震に対する目標性能を明確に定め，大規模地震
動に対しては損傷を許容・制御する設計法となった．既設構造物についても，兵庫県
南部地震以降，大規模地震動で崩壊させないという目標が明確となり，耐震補強が行
われるようになった[7]．そして，新幹線や輸送量の多い在来線などの重要構造物のう
ち，大規模地震時に損傷が想定される構造物から徐々に耐震補強が行われてきた． 
既設鉄道橋に対する耐震補強の一つとして，落橋防止装置の設置が挙げられる．JR
東日本管内の耐候性鋼橋梁について，落橋防止装置の設置状況を整理した結果を図 1.5
及び図 1.6 に示す．落橋防止装置は，安定化処理仕様の耐候性鋼橋梁に設置されてい
るが，架設初期の裸仕様の耐候性鋼橋梁には設置されていない状況にある．また，落
橋防止装置は首都圏および新幹線の橋梁には設置が完了しているものの，新潟県や山
形県などの地方在来線の橋梁には設置できていない． 
1995 年の兵庫県南部地震以降，2003 年には三陸南地震，2004 年には新潟県中越地
震，2011 年には東北地方太平洋沖地震，2016 年には熊本地震が発生しており，近年で
は大規模地震の発生確率が高まっているように感じられる[8]．東北地方太平洋沖地震
を経て，2012 年には耐震標準[9]も改訂され，新たな活断層に関する知見も得られてい
ることから[10]，図 1.7 に示すような裸仕様の既設耐候性鋼橋梁に対する耐震補強工事
が順次行われるものと想定される． 
 
図 1.4 耐候性鋼橋梁の建設量（JR 東日本管内） 
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図 1.5 表面処理仕様と落橋防止装置の設置割合（JR 東日本管内） 
 
 
図 1.6 落橋防止装置の地域別設置状況（JR 東日本管内） 
 
  
（a）全体状況 （b）近接状況 
図 1.7 耐候性鋼鉄道橋の耐震補強の事例 
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裸仕様の耐候性鋼橋梁では，うろこ状さびや層状剥離さびといった異常さびの発生
が維持管理上の問題となっている．架設から 8 年程度経た裸仕様の耐候性鋼鉄道橋を
対象に実施された調査[11-13]によると，さび状態は総じて良好であったとされている．
ただし，海岸近くに架設された橋梁の部材・部位，および川面に近く長時間湿潤状態
にある部材・部位などに異常さびの発生がみられるものもあった．その例を示した図
1.8 のように，異常さびのほとんどは下向きの面など雨水に曝されない部位・部材に
発生している．特に，鉄道橋における耐候性鋼橋梁で独自の構造として，架設初期の
プレートガーダーは，図 1.9 に示すように，水はけに留意してフランジなどの水平部
材に勾配を設けている．しかし，飛来塩分の多い地域に架設された橋梁では，下面が
水洗いされにくくなり，水平部材の下面に異常さびが生じて表面の凹凸が大きくなっ
ていた．なお，近年の設計では水平部材に勾配を設けないこととしている．ただし，
このような問題が生じている橋梁でも，雨水に曝される部材・部位ではさびの状態は
良好であった．JR 東日本管内の耐候性鋼橋梁については，異常さびが生成された裸仕
様の耐候性鋼橋梁に対して補修塗装を実施した例が 1 つあるものの，その他の耐候性
鋼橋梁については，さびの状態を監視しているところである． 
 
  
（a）支点付近（山間部） （b）下フランジ下面（山間部） 
  
（c）支点付近（海岸部） （d）下フランジ下面（海岸部） 
図 1.8 耐候性鋼鉄道橋の異常さびの事例 
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1.1.2.既設耐候性鋼橋梁に落橋防止装置を設置する際の課題 
(1) 落橋防止装置の接合部に用いる重ね継手の耐力評価法 
JR 東日本の「設計マニュアル（落橋防止装置偏）」[14]では，落橋防止装置は，落橋
防止装置に働く作用，支承および桁の種類，橋脚・橋台の形状，支障物等を考慮して
選定することとしている．落橋防止装置の例を図 1.10，図 1.11 に示す．PC ケーブル
やワイヤロープで桁と下部工，あるいは桁相互を連結する場合，落橋防止装置と主桁
との接合には，図 1.12 に示すように偏心荷重が作用する重ね継手が用いられる． 
 
   
（a）桁座の拡幅  
（鋼製ブラケット等）  
（b）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（下フランジ）  
（c）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（桁端）  
図 1.10 桁が一連の場合の落橋防止装置の例[14] 
  
  
（a）縦桁下フランジ下面 （b）トラス弦材下面 
図 1.9 耐候性鋼鉄道橋で異常さびが生成されやすい部位 
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（a）桁座の拡幅  
（鋼製ブラケット等）  
（b）桁連結板  （c）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（下フランジ）  
  
 
（d）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（桁端）  
（e）PC ケーブルまたは  
ワイヤロープ（腹板）  
 
図 1.11 桁が連続している場合の落橋防止装置の例[14] 
 
 
図 1.12 落橋防止装置接合部の継手形式例 
 
 
 
【A部拡大図】
既設側下フランジ
A部
重ね継手形式
偏心荷重 
8 
 
落橋防止装置の接合部に用いられる重ね継手の照査は，「鉄道構造物等設計標準・
同解説 鋼・合成構造物（以下，鋼標準）[3]」において，2 面摩擦継手と同じように
行うとされている．一般的に 2 面摩擦継手の照査は，想定される作用に対して，継手
部にすべりが生じない，および母材や添接板の鋼板が降伏しないようにするものとし
ており，以下の式(1)と(2)で照査する． 
NmnμPP SLa  (1) 
sykyta fAPP    (2) 
Pa  ：想定される作用力 
PSL ：すべり耐力 
Pty ：降伏耐力 
μ  ：すべり係数 
n  ：継手に使用したボルトの数 
m ：摩擦面の数 
N ：設計ボルト軸力 
A ：母板あるいは添接板の純断面積 
fsyk ：鋼材の降伏強度 
 
鋼標準に従い照査する場合は，作用力や耐力に対して，要求性能に応じた安全係数
を考慮することとしており，鋼標準に提示されている標準的な安全係数を用いること
が一般的である． 
文献[15]では，母板のボルト最外列ないしは連結板のボルト最内列において作用力
の一部が摩擦により伝達されることを考慮して，降伏耐力補正係数（1.1）で降伏耐力
を割り増すことが提案されている．道路橋示方書[16]では，降伏耐力の割り増しを考
慮しているが，鋼標準においては考慮していない． 
鋼標準における高力ボルト摩擦接合継手の地震時の復旧性の照査では，連結部の損
傷レベル 3 は継手の摩擦面のすべりを許容するが，連結部の最大耐力を確保するとし
ている[3]．ただし，連結部は継手のすべりが継手を構成する鋼板（母板または添接板）
の降伏に先行して発生する，すべり先行型となるよう設計することとしている． 
高力ボルト摩擦接合継手は，すべり耐力と降伏耐力の比である，すべり/降伏耐力比
βの値によってすべり先行型（β<0.8），すべり降伏同時型（0.8<β<1.2），降伏先行型（1.2<β）
に分類できる．そして，β が 0.8 より大きくなるにつれてすべり係数が低下すること
が知られている．すべり係数が低下する主な原因は，母材のボルト孔周辺の降伏によ
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るボルト軸力低下と考えられている[17,18]． 
すべり耐力の算定に用いるすべり係数は，接合面処理の違いによって異なる値が提
案されている[15]．道路橋示方書では，接触面を塗装しない場合のすべり係数は 0.40，
接触面に無機ジンクリッチペイント（以下，無機ジンク）を塗布した接合面のすべり
係数は 0.45 を採用している[16]．鋼標準においても，接合面処理に無機ジンクを塗膜
厚 60～90μm で塗布する[3]のが一般的であるが，すべり係数は接合面処理によらず 0.4
としている．これは，試験時のボルト軸力導入の偏差，無機ジンクのクリープやリラ
クセーションによる導入軸力の減少，ボルト配置や圧力の不均等などによるすべり荷
重のばらつきなども考慮して，小型試験片によるすべり係数 0.5[15]の 80％としている
[3]ためである．2 面摩擦継手を対象に実施されたすべり試験結果[19-21]では，無機ジ
ンクを塗布した場合の継手のすべり係数は 0.4 より高くバラつきも小さい．実施工で
はトルシア型高力ボルトが用いられることが多く，導入軸力のバラつきも小さいと考
えられる[22]ことから，実際のすべり耐力は設計で想定するよりも高い可能性がある．
そのため，接合面処理によらずすべり係数を 0.4 として設計すると，すべり/降伏耐力
比 β の値によってはすべりが先行しない場合もあると考えられる． 
偏心荷重が作用する重ね継手は，すべり先行型であることを前提に 2 面摩擦継手と
同じ設計が行われている．この理由は，すべり/降伏耐力比 β が 0.5 未満と推定される
重ね継手試験体を用いた試験結果[23,24]において，偏心荷重の影響が認められず，2
面摩擦継手のすべり係数と同程度であったことにある．しかし，すべり/降伏耐力比 β
が異なれば，偏心荷重の影響やすべり係数は異なる可能性があると考えられる．また，
既設鋼橋に落橋防止装置を接合する場合は，既設部材の板厚によっては降伏先行型の
継手となることも想定される．落橋防止装置の接合部に用いられる重ね継手のすべり
耐力や降伏耐力に対する，偏心荷重やすべり/降伏耐力比 β の影響を明らかにすること
は，地震被災時の安全性や復旧性を確保する上で重要である． 
 
(2) 既設耐候性鋼橋表面の素地調整方法 
一般的な塗装橋に対する補強工事において，新たに設置する部材と既設鋼部材との
接合に高力ボルト摩擦接合継手を適用する際，すべり耐力を確保するために接合面の
表面処理が重要となる． 
鋼標準においては，接合面には無機ジンクを塗布することとされているが，供用さ
れている既設鋼橋部材の表面には，鋼標準に示されている新設桁と同じ表面処理を行
うことが難しい．そのため，既設鋼鉄道橋の補強工事においては，既設鋼部材表面の
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塗膜を除去するためにブラスト処理を施すか，動力工具を用いて素地調整を行うこと
が多い．文献[25]には，グラインダーの粗度を#24 または#36 で素地調整した場合のす
べり係数が 0.40 以上確保できることが示されている． 
既設耐候性鋼橋に対する耐震補強工事で高力ボルト摩擦接合継手を適用する際，現
状では一般的な塗装橋に準じて素地調整が行われる．この場合，耐候性鋼橋に生成さ
れたさびを完全に除去することとなる．耐候性鋼橋に生成されるさび層構造は，図 1.1
に示したような 2 層構造であることが知られている[1]．既設耐候性鋼橋部材表面を素
地調整する際，外層さびは動力工具でも容易に除去できるのに対し，内層さびは鋼材
素地に固着していることから，ブラスト処理でも完全に除去することは困難である． 
そこで，既設耐候性鋼橋部材表面を動力工具で簡易に素地調整し内層さびを残した
状態に対して，表面処理した新設部材を摩擦接合した場合のすべり耐力を明らかにす
ることができれば，それに対応する設計が可能になるとともに，工期短縮や工費縮減
などの効果が期待できると考えられる． 
 
1.2 既往の研究 
1.2.1.偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手の耐力に関する検討 
偏心荷重が作用する 1 面摩擦継手や重ね継手のすべり耐力や降伏耐力に関する検討
事例は少ない．1 面摩擦継手については，すべり耐力が 2 面摩擦継手よりも 10～20%
低下するという実験結果[26,27]がある．すべり耐力が 2 面摩擦継手より低下する原因
として，偏心荷重による板曲げ作用により，ボルト軸力低下が大きくなることを挙げ
るとともに，このことが引張試験時のボルト軸力測定から確かめられている[27]．ま
た，すべり/降伏耐力比 β が 0.73，0.96，1.21 の試験体を用いて引張試験を行い，すべ
り/降伏耐力比 β が増加するほどすべり耐力が低下する傾向にあることも確かめられ
ている[27]．なお，この理由について偏心荷重に伴う板曲げによる母板の降伏と考察
されているが，母板の降伏耐力に関する検討は十分にはなされていない． 
重ね継手についても，偏心荷重の影響を受ける継手形式であることから，すべり耐
力が 2 面摩擦継手よりも低下すると考えられるが，重ね継手のすべり耐力は，2 面摩
擦継手と同程度という実験結果がある[23,24,28]．これらの実験に用いられた試験体の
すべり/降伏耐力比 β は明記されていないが，試験体寸法，すべり耐力，ボルト軸力か
ら β=0.50 未満のすべり先行型と推定される．先に示した実験結果[18,27]で明らかなよ
うに，すべり耐力はすべり/降伏耐力比 β の値によっても異なると考えられ，重ね継手
のすべり耐力については検討が十分にはなされていない状況にある．また，降伏耐力
11 
 
については調べた限りこれまで検討されたことがない． 
 
1.2.2.既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト摩擦接合継手の耐力に関する検討 
既設耐候性鋼橋に対し，新設の補強用当板や落橋防止装置などの耐震補強部材を高
力ボルトで取り付ける際，耐候性鋼材側の接合面や新設部材側の接合面をどのように
表面処理すると設計でのすべり係数を満足するのか，また，より大きなすべり係数を
確保できるのかといった検討がすでにいくつか行われている[29,30]．これらの検討の
中で，既設耐候性鋼材のさび面に対して動力工具による簡易な素地調整を施した状態
に対し，新設部材を摩擦接合した継手試験体で引張試験を行い，新設部材側の表面処
理に応じたすべり係数が示されている．以後，既設耐候性鋼橋を模擬した鋼材を「既
設鋼材」，新設部材を模擬した鋼材を「添加鋼材」と呼ぶ．文献[29,30]では，既設鋼材
を主板として添加鋼材を連結板とした 2 面摩擦継手試験体の引張試験が行われている．
ここでは，本研究での検討対象とする既設鋼材の表面処理に電動ワイヤブラシを用い
た場合の結果についてのみ示す． 
既設鋼材には，ワイヤブラシで素地調整した後のさび層厚が文献[29]で 24μm 程度，
文献[30]では 67μm程度，算術平均粗さ(Ra)が文献[29]で 7.3μm程度，文献[30]では 11μm
程度のものが用いられている．文献[29]の既設鋼材は，経年 7 年程度であるため，さ
びの状態が良好でさび層も薄く，一般的な既設耐候性鋼橋の状態を代表しているとは
言い難い． 
添加鋼材にはブラスト処理を行ったものと無機ジンクリッチペイント（以下，無機
ジンク）を塗布したものの他，溶融亜鉛めっきやアルミ溶射を施したものも用いられ
ている．添加鋼材の表面をブラスト処理した場合，引張試験前のボルト軸力で算出し
たすべり係数は，文献[29]で 0.41 程度，文献[30]では 0.43 程度であり，既設鋼材のさ
び層厚や算術平均粗さ(Ra)の違いがすべり耐力に与える影響は小さい可能性がある．
一方，主板，連結板ともブラストによる粗面とした場合のすべり耐力は，それらの表
面粗さに依存することが知られている[15]が，文献[29,30]の添加鋼材の算術平均粗さ
(Ra)は 7μm 程度以下であった．このため，算術平均粗さ(Ra)がさらに大きい添加鋼材
を用いれば，すべり耐力はさらに高くなるとも考えられる． 
添加鋼材の表面処理が無機ジンクの場合，引張試験前のボルト軸力で算出したすべ
り係数は，文献[29]で 0.55～0.60，文献[30]では 0.37～0.49 であった．このようにすべ
り係数が異なるのは，無機ジンクの塗膜厚が異なる（文献[29]で 170μm 程度，文献[30]
で 60μm 程度）ことにあるとされている[30]．しかし，先述のように文献[29]と[30]で
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用いられた既設鋼材の素地調整後のさび層厚や算術平均粗さ(Ra)は異なることから，
添加鋼材の表面に無機ジンクを塗布した場合，その塗膜厚だけでなく，既設鋼材のさ
びの状態もすべり耐力に影響したとも考えられる． 
添加鋼材の表面処理が溶融亜鉛めっきの場合のすべり係数の平均は 0.39 であり，溶
融亜鉛めっき後にりん酸塩処理を施した場合のすべり係数の平均は 0.46 であった[29]．
また，添加鋼材の表面処理がアルミ溶射の場合のすべり係数の平均は 0.79 と大きな値
が得られている[30]． 
既設耐候性鋼橋に生成されるさびの状態は経年や架設環境に加え，補修・補強の対
象とする鋼部材の部位によっても異なる[11-13,31-33]．特に，落橋防止装置が設置さ
れる桁端部の下フランジなどの水平部材には，先に述べたように，異常さびが形成さ
れる場合が多い．既設鋼材を簡易な素地調整とした摩擦接合継手を適用するには，添
加部材の表面処理の違いのほか，既設鋼材のさびの状態がすべり耐力に与える影響を
明らかにする必要がある．また，簡易な素地調整のみで既設鋼材に内層さびを残した
状態で接合した継手については，すべり耐力の経時変化についても検討する必要があ
る． 
 
1.3 研究の目的と論文の構成 
本研究では，既設耐候性鋼橋梁に落橋防止装置を設置する際に用いる高力ボルト重
ね摩擦接合継手の耐力評価法を示すことを目的とする．まず，落橋防止装置のボルト
接合部のような偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力
に関して，偏心荷重やすべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手長さの影響について検討す
る．そして，既設耐候性鋼材表面を簡易な素地調整を施した状態とし，ブラスト処理
または無機ジンクを塗布した添加鋼材を摩擦接合した場合のすべり耐力とその影響因
子および経時変化を明らかにするための検討を行う． 
 
本論文は 7 章で構成されており，各章の概要は以下のとおりである． 
第 1 章「序論」では，研究の背景について，既設耐候性鋼橋梁の現状と既設耐候性
鋼橋梁に落橋防止装置を設置する際の課題について述べた．そして，既往の研究を整
理し，本研究の目的と本論文の構成を示した． 
第 2 章「偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力」で
は，偏心荷重の影響を明らかにすることを目的に，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 になる
よう設計した 2 面摩擦継手，1 面摩擦継手，重ね継手試験体の引張試験と FEM 解析を
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行った．そして，偏心荷重が作用する重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力は，2 面
摩擦継手と比較した場合に 10％程度低下することを示すとともに，低下の原因がボル
ト軸ひずみの低下とボルト軸力による接触圧力の作用範囲の違いにあることを明らか
にした．また，重ね継手と 1 面摩擦継手の降伏耐力は 2 面摩擦継手と比較した場合に
20％程度低下することを示すとともに，降伏耐力の低下の要因が偏心荷重による板曲
げ応力にあることを明らかにした． 
第 3 章「高力ボルト重ね摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力に関する解析的検討」
では，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手長さが重ね継手のすべり耐力と降伏耐力に
与える影響を明らかにすることを目的に，FEM 解析を実施した．その結果，β の増加
に伴いすべり係数の低下が大きくなるが，すべり先行型となる β≦0.6 の場合は 2 面摩
擦継手のすべり係数と同程度であることを明らかにした．また，β が同じでも偏心量
が大きい場合はすべり係数がわずかに低くなることを明らかにした．そして，重ね継
手の降伏耐力を 2 面摩擦継手と比較した場合，β の値によらず 25%程度低いことを明
らかにした．さらに，継手長さがすべり耐力および降伏耐力に与える影響は小さいこ
とを明らかにした． 
第 4 章「既設耐候性鋼橋のさび生成状態の調査」では，落橋防止装置を設置するこ
とが想定される経年 30 年程度の既設耐候性鋼鉄道橋の桁端部の部材を対象に，部位
ごとの外層さびの局所評価と内層さびの状態の実橋調査を行った．そして，外層さび
と内層さびの状態について，架設地域や部位ごとに調査結果を整理した． 
第 5 章「既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力」では，既
設耐候性鋼橋梁に高力ボルト摩擦接合継手を適用する場合の，接合面状態に応じたす
べり係数を明らかにすることを目的に実験的検討を行った．経年 30 年程度の既設耐候
性鋼橋と同等のさびが形成されている耐候性鋼材を用いて，既設耐候性鋼橋梁に落橋
防止装置を設置する場合を模擬した重ね継手試験体を製作して引張試験を行った．そ
して，既設鋼材をカップブラシで素地調整した面に，ブラスト処理または無機ジンク
を塗布した添加鋼材を接合した場合のすべり係数とその影響因子を明らかにした．ま
た，既設鋼材にうろこ状さびが生成されている場合は，エポキシ樹脂系接着剤を用い
た場合のすべり係数とその影響因子を明らかにするとともに，継手試験体を腐食促進
することで，すべり係数や接合面の経時変化を明らかにした． 
第 6 章「既設耐候性鋼橋に設置する落橋防止装置の耐力評価法と照査例」では，第
2 章と第 3 章で得られた結果に基づいて重ね継手の耐力評価法を示すとともに，第 5
章で得られた結果に基づいて落橋防止装置を設置することを想定した重ね継手の設計
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に用いるすべり係数を提示した。これらを組み合わせることにより、重ね継手の耐力
評価法と照査例を示した．また，既設耐候性鋼橋梁に重ね継手を適用する際の接合面
状態に応じたすべり係数を用いた設計および施工上の留意点をまとめた． 
第 7 章では，本研究において得られた研究成果をまとめるとともに，今後の課題に
ついて述べた． 
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第 2 章 偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力 
 
2.1 はじめに 
鋼構造物の現場継手部には高力ボルト摩擦接合継手を用いるのが一般的である．高
力ボルト摩擦接合継手の継手形式には，2 面摩擦継手，1 面摩擦継手，重ね継手がある．
現場継手部の継手形式としては，2 面摩擦継手を用いるのが一般的である．しかし，
既設橋梁に落橋防止装置を設置する際には，一般に主桁との接合に偏心荷重が作用す
る重ね継手が用いられる（図 2.1）． 
高力ボルト摩擦接合継手は，作用力以上のすべり耐力と降伏耐力を有していなけれ
ばならない．2 面摩擦継手のすべり耐力と降伏耐力については，これまで多くの検討
がなされ，その設計法が各種基準類に示されている[1-4]．一方，1 面摩擦継手や重ね
継手のすべり耐力や降伏耐力に関する検討例は少ない． 
1 面摩擦継手のすべり耐力の検討においては，すべり係数が 2 面摩擦継手に比べて
10～20%低下するという実験結果がある[5,6]．1 面摩擦継手のすべり係数が 2 面摩擦
継手より低下する要因として，文献[6]では偏心荷重による板曲げ作用により，ボルト
軸力低下が大きいことを引張試験時にボルト軸力を測定して確かめている．また，す
べり/降伏耐力比 β が 0.73，0.96，1.21 の試験体を用いて引張試験を行い，1 面摩擦継
手もすべり/降伏耐力比 β が増加するほどすべり係数が低下するとしている．ただし，
すべり係数の低下程度を 2 面摩擦継手と比較すると，1 面摩擦継手の方が β の増加に
伴うすべり係数低下の程度が大きいという結果であった．この理由について，偏心荷
重に伴う板曲げによる母板の降伏の影響と考察しているが，母板の降伏耐力に関する
検討は十分にはなされていない． 
重ね継手も偏心荷重による板曲げ作用を受けることから，1 面摩擦継手と同じよう
にすべり係数が低下する可能性がある．しかし，重ね継手については，すべり耐力が
2 面摩擦継手と大差ないという実験結果がある[7,8]．これらの検討では，すべり/降伏
耐力比 β が明記されていないが，試験体寸法，すべり耐力，ボルト軸力から β=0.50 未
満のすべり先行型と推定される試験体を用いた結果であるうえ，ボルト軸力の変化も
明らかでない．重ね継手のすべり耐力については検討が十分にはなされていない状況
にあり，重ね継手の降伏耐力についてはこれまで検討がなされていない． 
本章では，偏心荷重が作用する重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力と降伏耐力に
ついて，2 面摩擦継手との耐力との相違を明らかにすることを目的とし，各継手のす
べり耐力と降伏耐力を比較検討することとした．具体的には，継手形式をパラメータ
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とし，同じすべり/降伏耐力比 β となるよう設計した試験体を用いて，母板が降伏する
程度まで引張試験を実施するとともに，FEM 解析により試験結果を再現した．そして，
試験および解析結果から，偏心荷重が高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐
力に与える影響を評価した． 
 
  
（a）ウェブへの設置例 （b）下フランジへの設置例 
図 2.1 落橋防止装置の設置例 
 
2.2 試験体 
2.2.1 供試鋼材と鋼材の表面処理 
供試鋼材は，板厚 22mm と 12mm の一般構造用圧延鋼材 SS400 である．これらの鋼
材の検査証明書に記載された機械的性質を表 2.1 に示す．高力ボルトには F10T-M20
を使用した．なお，ボルトの検査証明書に記載されたトルク係数値は 0.133 である． 
鋼材の表面処理は，母板，連結板とも無機ジンクリッチペイント（以下，無機ジン
ク）を塗布した．塗膜厚は 75±15μm となるように管理した． 
 
表 2.1 供試鋼材の機械的性質 
 
 
2.2.2 継手試験体の製作 
引張試験に用いる試験体は, 2 面摩擦継手（DF），1 面摩擦継手（SF），重ね継手（LJ）
の 3 種類である．試験体数は 2 面摩擦継手が 7 体，1 面摩擦継手が 5 体，重ね継手が 6
22 SS400 281 439 34
12 SS400 281 426 32
板厚
(mm) 材質 降伏強度（N/mm2)
引張強度
（N/mm2)
伸び
(%)
機械的性質
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体である．試験体の形状と寸法を図 2.2 に示す．鋼材の検査証明書に記載の降伏強度
（281N/mm2）に基づく純断面降伏耐力は，2 面摩擦継手が 386kN，1 面摩擦継手と重
ね継手が 194kN である．試験体は，すべり耐力に母板の降伏が影響しない[9]とされて
いるすべり/降伏耐力比 β（0.80）で設計した．このため，2 面摩擦継手のみ板幅を 85mm
としている．すべり/降伏耐力比 β は式(1)を用いて算出した． 
yy1 φσt)dw(
Nnmμβ  (1) 
μ：すべり係数（0.5 と仮定） 
m：すべり面数，n：ボルト本数 
N：設計ボルト軸力，w：鋼板幅，d：ボルト孔径，t1：鋼板厚 
σy：降伏強度，φy：降伏耐力補正係数（1.1） 
 
 
2 面摩擦継手と 1 面摩擦継手のボルトの締付け軸力は，図 2.2 に示す試験側で固定
側より先にすべりが生じるよう，試験側を設計ボルト軸力（165kN）の 1 割増しであ
る 182kN，固定側のボルト軸力を設計ボルト軸力の 2 割増しである 198kN を目標に
  
（a）2 面摩擦継手（DF） （b）1 面摩擦継手（SF） 
 
【単位：mm】  
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.2 試験体の形状と寸法 
母板  連結板  連結板  母板  
母板  母板  
試験側  固定側  試験側  固定側  
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管理した．重ね継手のボルトの締付けについては，2 面摩擦継手と 1 面摩擦継手の試
験側と同じとした．なお，試験側のボルト軸力は，確実にボルト軸力を導入するため，
ボルト軸平行部の対称な位置に貼付したひずみゲージの出力値が締付け軸力相当のひ
ずみ値（本試験では 2898μ）に到達することを確認しながら締付け管理した．固定側
のボルトはひずみゲージを貼付けていないため，締付けトルクによりボルト軸力を管
理した．ボルト軸平行部の対称な位置に貼り付けたひずみゲージを引張軸方向に配置
するよう，ボルト頭を押さえながら少しずつ軸力を導入した．ボルトの締付けは，ト
ルクレンチを用いて内側から外側のボルトに向けて行った． 
 
2.2.3 ボルト軸力のリラクセーション 
すべり耐力を実際の導入ボルト軸力で評価するため，ボルト締め付け完了から 24
時間経過した試験開始前のボルト軸力を調べた結果を図 2.3 に示す．ボルト軸力は，
ボルト軸平行部に貼り付けた 2 枚のひずみゲージの平均値，ヤング率（2.0×105N/mm2），
ボルト軸部の断面積を用いて算出した． 
 
 
図 2.3 試験開始前のボルト軸力 
 
試験開始前のボルト軸力について，2 面摩擦継手は 4 体が設計ボルト軸力（165kN）
以上を保持していた．一方，1 面摩擦継手と重ね継手は，設計ボルト軸力を保持して
いたのはそれぞれ 1 体だけであり，締付けボルト軸力（182kN）からのリラクセーシ
ョンが大きい傾向が認められた． 
 
 
120
140
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2.3 引張試験 
2.3.1 試験方法 
引張試験は，ボルト軸力のリラクセーションを考慮し締付け完了から 24 時間経過
後に行った．試験は，載荷能力 500kN の油圧サーボ式材料試験装置を用いて変位制
御で行った．載荷速度は 0.1mm／min とした．試験体両端部から 100mm までの範囲
を試験機のチャックではさみ，すべりと母板の降伏が生じるまで変位を与えた． 
 
2.3.2 計測項目 
各試験体の側面の計測位置を図 2.4 に示す．引張試験時には，載荷荷重，鋼板間の
相対変位，鋼板のボルト孔位置の側面ひずみ，ボルト軸力を測定した．相対変位は
クリップゲージ，側面ひずみはひずみゲージを両側面に，面外ひずみはひずみゲー
ジを試験側母板の表裏面に貼付けることにより測定した．ボルト軸力の測定は，試
験側の接合面の Bolt1，Bolt2 で実施した． 
 
 
（a）2 面摩擦継手（DF） 
 
（b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
【凡例】 相対変位， 側面ひずみ，▼面外ひずみ  
図 2.4 計測位置 
  
Bolt1 Bolt2 
20mm  
▼  
▲  
20mm  
▼  
▲  
20mm  
Bolt1 Bolt2 
Bolt1 Bolt2 
試験側→  ←固定側  
試験側→  ←固定側  
試験側→  ←固定側  ▼  ▲  
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2.4 試験結果 
2.4.1 すべり耐力 
 引張試験の結果を表 2.2 に，荷重と開口・相対変位関係の例を図 2.5 に示す．相対
変位は各試験体の両側面で測定しているが，ここではその平均値を示している．相対
変位が増加し始め，荷重が低下した時にすべりが発生したと判断し，そのときの最大
荷重をすべり耐力と定義した．2 面摩擦継手は，純断面降伏耐力（386kN）程度から傾
きが変わり始め，400kN 程度ですべりが発生した．一方，重ね継手と 1 面摩擦継手は，
130kN 程度から傾きが変わり始め，170kN 程度ですべりが発生した．なお，他の試験
体も同様の傾向であることを確認している．重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力は
同程度であった．引張試験から得られた各試験体のすべり係数 μ1 を図 2.6 に示す．す
べり係数 μ1 は式(2)を用いて算出した．算出では，ボルト軸力のリラクセーションを考
慮し，試験前ボルト軸力 N1 を用いた． 
1
1 Nnm
Pμ  (2) 
 P：すべり耐力，m：接合面の数，n：ボルト本数，N1：試験前ボルト軸力 
 
表 2.2 引張試験結果 1 
 
 
kN mm kN kN μ2 平均 低下率 平均
DF-1 404.6 0.29 159.8 128.0 0.63 20.1%
DF-2 406.5 0.34 152.2 119.3 0.67 21.6%
DF-3 418.3 0.38 170.3 135.6 0.61 20.4%
DF-4 414.5 0.34 171.1 133.3 0.61 22.0%
DF-5 410.1 0.35 169.0 133.4 0.61 21.1%
DF-6 417.2 0.37 174.7 131.7 0.60 24.6%
DF-7 413.0 0.37 164.1 130.9 0.63 20.2%
SF-1 172.8 0.22 149.5 94.9 0.58 36.5%
SF-2 167.7 0.30 150.9 97.4 0.56 35.5%
SF-3 167.7 0.31 134.0 84.9 0.63 36.6%
SF-4 170.2 0.24 134.1 80.3 0.63 40.1%
SF-5 173.3 0.27 173.7 109.0 0.50 37.2%
LJ-1 165.8 0.18 145.9 97.4 0.57 33.2%
LJ-2 170.1 0.17 139.4 97.1 0.61 30.3%
LJ-3 166.3 0.26 139.9 94.5 0.59 32.4%
LJ-4 175.0 0.08 165.8 108.8 0.53 34.3%
LJ-5 176.1 0.12 162.9 104.4 0.54 35.9%
LJ-6 176.2 0.11 151.3 102.4 0.58 32.3%
33.1%
37.2%
0.57
0.58
軸力低下率
δ N
0.62 21.4%
すべり係数
μ 1
すべり時ボルト
軸力　N 2試験体名称
すべり荷重
P
開口・相対
変位 δ
試験前ボルト
軸力　N 1
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図 2.5 荷重－開口・相対変位の例 図 2.6 継手形式ごとのすべり係数 μ1 
 
接合面処理が同じ場合はすべり係数が同程度となると考えられるが，継手形式ごと
のすべり係数 μ1 の平均値は，2 面摩擦継手（0.62）を基準に比較すると．重ね継手（0.57）
は 9%，1 面摩擦継手（0.58）は 7%低い．この原因を明らかにするため，すべり時の
ボルト軸力低下率に着目し，それを継手形式ごとに整理した結果を図 2.7 に示す．す
べり時ボルト軸力低下率 δN は式(3)を用いて算出した． 
100
N
NNδ
1
21
N  (3) 
N2：すべり時ボルト軸力 
 
 
図 2.7 継手形式ごとのボルト軸力低下率 
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ボルト軸力低下率の平均値を比べると，2 面摩擦継手が 21.4%であるのに対し，重
ね継手は 33.1%，1 面摩擦継手は 37.2%と軸力低下率が大きく，これが重ね継手と 1
面摩擦継手のすべり耐力を低下させ，試験時のボルト軸力を基準に算出したすべり係
数 μ1 が低くなったものと考えられる．なお，ボルト軸力が低下した原因は，偏心荷重
による板曲げの影響と考えられるが，これについては 2.5.1 項で考察する． 
 
2.4.2 降伏耐力 
降伏耐力に関する引張試験の結果を表 2.3 に，載荷荷重と側面ひずみの関係の例を
図 2.8 に示す．ここで示す側面ひずみは，図 2.4 に示した母板位置の測定値である．
また，側面ひずみは各試験体の両側面で測定しているが，ここではその平均値を示し
ている． 
降伏耐力は，荷重と側面ひずみの関係から 0.2%耐力で定義した．2 面摩擦継手は，
純断面降伏耐力（386kN）程度からひずみが大きくなり始めている．一方，重ね継手
と 1 面摩擦継手は，純断面降伏耐力（194kN）より低い 130kN 程度からひずみが大
きくなり始めている．0.2%耐力で定義した重ね継手と 1 面摩擦継手の降伏耐力は
165kN 程度であり，純断面伏耐力 194kN の 0.84 倍である．なお，他の試験体も同様
の傾向であることを確認している． 
表 2.3 引張試験結果 2 
 
DF-1 404.6 404.1 1.05 1.00
DF-2 406.5 406.4 1.05 1.00
DF-3 418.3 416.7 1.08 1.00
DF-4 414.5 411.0 1.06 1.01
DF-5 410.1 410.2 1.06 1.00
DF-6 417.2 408.5 1.06 1.02
DF-7 413.0 413.6 1.07 1.00
412.0 410.1 1.06 1.00
SF-1 172.8 167.5 0.86 1.03
SF-2 167.7 168.1 0.87 1.00
SF-3 167.7 166.2 0.86 1.01
SF-4 170.2 162.9 0.84 1.04
SF-5 173.3 162.1 0.84 1.07
170.4 165.3 0.85 1.03
LJ-1 165.8 156.0 0.80 1.06
LJ-2 170.1 162.7 0.84 1.05
LJ-3 166.3 164.7 0.85 1.01
LJ-4 175.0 165.7 0.85 1.06
LJ-5 176.1 164.2 0.85 1.07
LJ-6 176.2 182.1 0.94 0.97
171.6 165.9 0.86 1.04
すべり/
降伏耐力比
β
試験体
名称
純断面積
(mm2)
すべり
荷重
(kN)
純断面降
伏耐力
(kN)
降伏耐力
(kN)
降伏
耐力比
平均(SF)
平均(LJ)
1375 386
平均(DF)
690 194
690 194
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継手形式が降伏耐力（0.2%耐力）に与える影響を調べるため，降伏耐力比を整理し
た結果を図 2.9 に示す．降伏耐力比は，降伏耐力（0.2%耐力）を純断面降伏耐力で無
次元化したものである．2 面摩擦継手の降伏耐力比の平均は 1.06 である．これは，試
験体設計時に考慮した降伏耐力補正係数(φy=1.1)と同程度であり，連結板も載荷荷重を
十分に分担していたものと考えられる．一方，重ね継手の降伏耐力比は平均 0.86，1
面摩擦継手の降伏耐力比は平均 0.85 であり，2 面摩擦継手と比べて 20%程度低い．  
 以上のように，重ね継手の降伏耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが 2 面摩擦継手
より低い．この原因は，偏心荷重による板曲げの影響と考えられるが，これについて
は 2.5.2 項で考察する． 
 
 
2.5 偏心荷重による板曲げの影響 
2.5.1 すべり耐力の低下に与える影響 
試験結果から，重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力の低下はボルト軸力低下の影
響が大きいと考えられる．そこで，ボルト軸ひずみ（ボルト軸平行部に貼り付けた 2
枚のゲージ計測値とその平均値）の変化とすべり試験後の接合面の状態から，すべり
耐力低下の要因を考察する． 
ボルト軸ひずみと載荷荷重の関係について，2 面摩擦継手の例を図 2.10，重ね継手
の例を図 2.11 に示す．図の縦軸は，試験中のボルト軸ひずみを試験前のボルト軸ひず
みで無次元化した相対ひずみである．ボルト軸ひずみの測定位置は図 2.12 に示すよう
に，試験側から順に番号付けした．なお，各継手で他の試験体も同様の傾向であるこ
  
図 2.8 載荷荷重－側面ひずみの例 図 2.9 継手形式ごとの降伏耐力比 
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とを確認している．1 面摩擦継手は重ね継手と同様の傾向であったため，ここでは図
を省略している． 
 
 
 
2 面摩擦継手のすべり時の相対ひずみの平均値は，Bolt1 も Bolt2 も 0.8 程度である．
1 つのボルト軸 2 箇所の相対ひずみも 0.8～0.9 程度でありボルト軸ひずみの低下は小
さい（図 2.10）．一方，重ね継手のすべり時の相対ひずみの平均値は，Bolt1 も Bolt2
も 0.7 程度であり，2 面摩擦継手よりボルト軸ひずみの低下が大きい．1 つのボルト
軸 2 箇所の相対ひずみを見ると，特に接合面の外側に位置する Bolt1①と Bolt2④の
相対ひずみが 0.5 未満であり，ボルト軸ひずみの低下が大きい（図 2.11）．このボル
ト軸ひずみの低下は，偏心荷重による板曲げにより，接合面の鋼板が面外方向に離れ
る挙動を示すためと考えられる． 
 
  
図 2.10 相対ひずみ－載荷荷重の例
（DF-2） 
図 2.11 相対ひずみ－載荷荷重の例
（LJ-2） 
 
図 2.12 引張試験時の状況図（重ね継手） 
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ボルト軸力の作用状況を調べるため，引張試験終了後，継手試験体を解体してすべ
り面を観察した．すべり試験後の試験体の残留変形の状態と母板のすべり面の状態の
例を図 2.13 に示す． 
 
すべり試験後の 2 面摩擦継手については，明らかな残留変形は見られなかった．ナ
ット側の母板のすべり面をみると，ボルト軸力がボルト孔の中心から同心円状にかつ
広範囲に作用していたと考えられる（図 2.13(a)）．なお，ボルト頭側の母板のすべり
面の状況も同様であることを確認している．一方，すべり試験後の 1 面摩擦継手と重
ね継手は，板曲げ変形が残留している状態であった．母板のすべり面からは，ボルト
軸力が接合面の外側に作用していないと考えられる（図 2.13(b),(c)）．なお，他の試験
体についても同様の傾向であることを確認している．この作用範囲の減少は，図 2.12
のように偏心荷重による板曲げ作用を受けて母板同士が離れる影響と考えられる．こ
のようなボルト軸力の作用範囲の減少が重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力の低下
 
（a）2 面摩擦継手（DF-2） 
 
（b）1 面摩擦継手（SF-4） 
 
（c）重ね継手（LJ-2） 
図 2.13 試験体の残留変形とすべり面の状態の例 
試験側母板 
22.5mm 
12mm 12mm 
試験側母板 
12mm 9mm 
22.5mm 
母板 
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に影響している可能性があると考えられる． 
以上のことから，重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力の低下は，偏心荷重に伴う
板曲げにより発生するボルト軸外側のひずみ低下のほか，板曲げによるボルト軸力の
作用範囲の減少が影響していると考えられる．これらの要因については，第 3 章で解
析的に検討を加える． 
 
2.5.2 降伏耐力の低下に与える影響 
 試験結果から，重ね継手と 1 面摩擦継手の降伏耐力の低下は偏心荷重による板曲げ
の影響と考えられる．この影響を明らかにするため，重ね継手のすべり荷重（170kN）
時の応力分布を調べた．応力分布の例を図 2.14 に示す．応力分布は図 2.4 に示した母
板表裏面のひずみ計測値と純断面積から算出した応力を直線で結んだものである．な
お，他の試験体も同様の傾向であることを確認している．軸引張＋曲げ（試験値）の
応力分布を見ると，すべり荷重時に表側は降伏応力に達しており，軸引張時（計算値）
より降伏が早い．載荷荷重が大きくなるにつれて降伏範囲が板厚方向に進展していく
と考えられ，板厚中心部が降伏するのも早いと考えられる． 
 
偏心荷重による板曲げによって，板厚中心部の降伏が早くなることを明らかにする
ため，材料非線形性を考慮した鋼板モデルで偏心荷重による板曲げを模擬した弾塑性
有限要素解析を行った．解析モデルと解析条件を図 2.15 に示す．荷重ケースは「軸引
張」と「軸引張＋曲げ」の 2 ケースとし，載荷荷重 P は「軸引張」で母板が降伏する
263kN まで徐々に載荷した． 
 
 
図 2.14 重ね継手の応力分布の例（LJ-2） 
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図 2.16 に載荷荷重と側面ひずみ（着目断面の板厚中心部）の関係を示す.「軸引張」
のケースでは，荷重に比例してひずみが増加し，260kN 程度に到達すると降伏して非
線形となっている．「軸引張＋曲げ」のケースでは，荷重とともにひずみが線形に増加
し，130kN 程度に到達すると徐々に傾きがゆるやかになり, 非線形になっている．解
析結果においても，「軸引張＋曲げ」のケースでは「軸引張」と比べ，非線形となる荷
重が小さい．図 2.15 に示した着目断面側面における 200kN 載荷時の軸方向応力の板
厚方向の応力分布を図 2.17 に示す.この図から，「軸引張」の場合は板厚中心部が降伏
していないが，「軸引張＋曲げ」の場合は板厚中心部が降伏していることがわかる．こ
のように軸力に加えて板曲げを受けることにより, 板厚中心部での降伏が早く生じる． 
以上のことから，重ね継手と 1 面摩擦継手は，引張試験時に軸力に加えて偏心荷重
による板曲げが作用することにより，降伏耐力が低下したと考えられる．なお，実際
の継手試験体には連結板がボルト接合してあり板曲げの程度が小さいため，母板の降
伏耐力の低下程度は本解析結果よりも小さいと考えられる． 
 
  
図 2.15 解析モデルと解析条件 
  
図 2.16 荷重－ひずみ（板厚中心部）  図 2.17 軸方向応力分布（板厚方向側面） 
0 1000 2000 3000 4000 5000
0
50
100
150
200
250
300
載
荷
荷
重
(k
N
）
ひずみ(μ)
軸引張＋曲げ
軸引張
鋼材の降伏ひずみ
−2000 −1000 0 1000 2000−15
−10
−5
0
5
10
15
中
心
か
ら
の
距
離
(m
m
）
σx
軸引張+曲げ
軸引張
純断面降伏耐力
(N/mm2)
30 
 
2.5.3 すべり/降伏耐力比 β に与える影響 
引張試験から得たすべり耐力と降伏耐力を用いてすべり/降伏耐力比 β を算出した
結果を図 2.18 に示す．設計値が 0.8 であるのに対し，2 面摩擦継手のすべり/降伏耐力
比 β は平均で 1.00 であり，すべりと降伏が同時に生じた継手となった．これは，すべ
り係数が設計時の仮定（0.5）より高かったことが影響していると考えられる．一方，
重ね継手のすべり/降伏耐力比 β は平均で 1.04，1 面摩擦継手は平均で 1.03 であり，す
べりよりも降伏が先行した．これは，すべり係数が設計時の仮定（0.5）より高い影響
よりも，偏心荷重による板曲げにより降伏耐力が低下した影響が大きかったためと考
えられる． 
以上のことから，接合面に無機ジンクを塗布した重ね継手や 1 面摩擦継手は，計算
上のすべり/降伏耐力比 β が 0.8 の場合に降伏先行型となる可能性がある．そのため，
重ね継手や 1 面摩擦継手をすべり先行型の継手として設計するためには，降伏耐力の
低下を考慮する必要がある． 
 
2.6 引張試験の再現解析 
第 3 章で，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手長さをパラメータとした FEM 解析
を実施するため，引張試験の再現解析を行い，解析モデルや解析方法の妥当性を検討
する． 
2.6.1 解析モデル 
解析モデルの継手形式と寸法は図 2.2 に示した試験体と同じである．重ね継手（LJ）
の両端部に取り付けた試験機チャック範囲の鋼板は解析結果に影響しないことが別途
確かめられたため，そのモデル化を省略した．ボルトの頭部やナットは円形として座
 
図 2.18 すべり/降伏耐力比 β（試験後） 
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金と一体化した．解析では，対称性を考慮し，2 面摩擦継手（DF）と 1 面摩擦継手（SF）
は 1/4，重ね継手（LJ）は 1/2 モデルとした．解析モデルの境界条件と要素分割図を図
2.19 に示す．要素寸法 2mm 程度の 8 節点ソリッド要素を基本とし，ボルト軸部の中
心のみ 6 節点ソリッド要素を用いた． 
解析には，表 2.4 に示す応力－ひずみ点を結んだ応力－ひずみ関係を用いた．鋼材
の降伏応力と引張強度は鋼材検査証明書の値，ボルトは JIS で定められている公称値
を参考にした．ひずみは，弾性係数（E）が 200kN/mm2，ポアソン比（ν）が 0.3，降
伏後の 2 次勾配が E/100 として算出した値を用いた． 
 
 
（a）2 面摩擦継手（DF） 
 
（b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.19 解析モデル図 
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2.6.2 解析方法 
 解析ソルバーは，Abaqus/standerd 6.14[10]であり，境界非線形性（接触）を考慮した
弾塑性有限要素解析を行った．解析手順を図 2.20 に示す．STEP1 でソルバーのボルト
荷重の機能を用いて所定の軸力を導入する．ボルト荷重の機能とは，図 2.20 に示すボ
ルト軸の予張力断面にボルト軸力相当の締結力を作用させ，要素長さが修正されるこ
とによりボルトを収縮させる機能である．ボルト軸力は，試験で測定した荷重載荷直
前のボルト軸力の平均値（DF：165kN，SF：149kN，LJ：151kN）とした．STEP2 で，
母板の一方の端部を固定し，もう一方の端部に引張の強制変位を与えた．その際の，
各ステップでの変位増分は，すべり発生まで 10 ステップ程度に設定している．試験機
のチャック範囲 100mm は両面とも板厚方向の変位を拘束し，引張試験時の状態を再
現した． 
接触面となる鋼材間の摩擦係数は，2 面摩擦継手の実験でのすべり係数（0.62）と
一致するように 0.68 とした．座金と鋼材間の摩擦係数は，接合面のすべりに影響しな
いよう 0.005 とした．ボルト軸とボルト孔壁の表面には，すべりが生じた後にボルト
軸がボルト孔壁に食い込まずに接触圧が生じるよう，ソルバーの「剛接触」を定義し
た． 
表 2.4 解析で用いた応力―ひずみ関係 
 
 
図 2.20 解析手順（LJ の例） 
鋼材（SS400） 降伏応力 281 1,405
t=22 引張強度 439 80,405
鋼材（SS400） 降伏応力 281 1,405
t=12 引張強度 426 73,905
ボルト 降伏応力 900 4,500
F10T相当 引張強度 1,000 54,500
ひずみ（μ）材料 応力（N/mm2）
100mm 100mm 
固定 
STEP1：ボルト軸力導入 
STEP2：強制変位 
予張力断面（要素長さを修正） 
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2.6.3 解析結果 
荷重と開口・相対変位関係について解析結果と試験結果を比較した結果を図 2.21 に
示す．開口・相対変位の値は図 2.4 に示した試験体の計測位置と同じ位置で求めてい
る．解析では動摩擦係数を静止摩擦係数と同じとしており，すべり後の大きな荷重低
下は再現できていない．解析におけるすべり耐力は，2 面摩擦継手（DF）は荷重が低
下したときの荷重とし，1 面摩擦継手（SF）と重ね継手（LJ）は，荷重が低下したと
きの荷重，または荷重－相対変位関係の傾きが変化し相対変位が 0.2mm となったとき
の荷重とした[4]．すべり耐力と導入ボルト軸力を用いて各継手のすべり係数 μ を算出
した結果を図 2.22 に示す．解析より求めた，重ね継手（LJ）と 1 面摩擦継手（SF）の
すべり係数は同程度であり，2 面摩擦継手（DF）と比較して 5%程度低い．解析結果
と試験結果のすべり係数の平均値の差は 4%程度であり，実験結果とほぼ一致してい
る． 
  
（a）2 面摩擦継手（DF） （b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.21 荷重―開口・相対変位関係 
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2.5.1 項に先述したとおり，重ね継手（LJ）と 1 面摩擦継手（SF）のすべり係数の低
下の原因がボルト軸ひずみの低下にあったことから，図 2.12 で示した Bolt1 のすべり
が発生するまでのボルト軸相対ひずみと荷重の関係について，解析結果と試験結果を
比較した．その結果を図 2.23 に示す．相対ひずみは，すべりが発生するまでのボルト
軸ひずみを荷重載荷前のボルト軸ひずみで除した値である．解析結果は，Bolt1②（内
側）のひずみ低下が小さく，Bolt1①（外側）のひずみ低下が大きいという傾向を再現
できているものの，解析結果の方がすべり発生時の相対ひずみの低下が小さい．しか
し，前述のようにすべり係数は解析結果と試験結果がほぼ一致しており，ここでの解
析は試験結果をある程度再現できていると考える．なお，1 面摩擦継手（SF）は重ね
継手（LJ）と同じ傾向であった． 
 
 
図 2.22 各継手のすべり係数 μ 
  
（a）Bolt1②（内側） （b）Bolt1①（外側） 
図 2.23 ボルト軸相対ひずみ－荷重関係（すべり発生時まで） 
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荷重－側面ひずみ関係について，解析結果と試験結果を比較した結果を図 2.24 に示
す．解析においても側面ひずみの値は図 2.4 に示した試験体の計測位置で求めている．
降伏耐力は，0.2%耐力で定義した．解析結果と試験結果の降伏耐力の平均値の差は 5%
程度であり，ほぼ一致している． 
板厚の異なる 2 面摩擦継手（DF）と 1 面摩擦継手（SF），重ね継手（LJ）の降伏耐
力を比較するため，降伏耐力を純断面降伏耐力で無次元化した降伏耐力比を算出し，
試験結果と比較した結果を図 2.25 に示す．重ね継手（LJ）の降伏耐力比は 1 面摩擦継
手（SF）と同程度であるが，2 面摩擦継手（DF）と比べて 27%低く，解析結果は，試
験結果とほぼ一致している．以上のように，ここで用いた条件の解析より，各継手の
すべり耐力と降伏耐力をほぼ再現できている． 
  
（a）2 面摩擦継手（DF） （b）1 面摩擦継手（SF） 
 
（c）重ね継手（LJ） 
図 2.24 荷重－側面ひずみ関係 
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図 2.25 各継手の降伏耐力比 
 
2.7 まとめ 
本章では，偏心荷重を受ける重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力と降伏耐力につ
いて，2 面摩擦継手との相違を明らかにすることを目的とし，同じすべり/降伏耐力比
β（0.80）となるよう設計した試験体を用いて，引張試験とその再現解析を実施した．
そして，継手形式の違いがすべり耐力と降伏耐力に与える影響を評価した．ここで得
られた結果は以下の通りである． 
 
(1) 接合面に無機ジンクリッチペイントを塗布した 2 面摩擦継手のすべり係数は 0.62，
1 面摩擦継手では 0.58，重ね継手では 0.57 であった．塗膜厚 60～90μm で無機ジ
ンクリッチペイントを塗布した場合の高力ボルト摩擦接合継手のすべり係数は，
継手形式によらず文献[1]の推奨値の 0.50 以上であった． 
(2) 重ね継手のすべり耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが，2 面摩擦継手と比較す
ると 10%程度低い．これは，偏心荷重に伴う板曲げの影響により，ボルト軸外側
のひずみ低下が大きいためである．また，板曲げによるボルト軸力の作用範囲の
減少がすべり耐力の低下に影響している可能性がある． 
(3) 重ね継手の降伏耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが，2 面摩擦継手と比較する
と 20%程度低い．降伏耐力が低い原因は，母板が偏心荷重による板曲げを受ける
ことにある． 
(4) 偏心荷重による板曲げを受ける重ね継手や 1 面摩擦継手は，降伏耐力が低下する
ため，計算上のすべり/降伏耐力比 β が 0.8 の場合は降伏先行型の継手となる可能
性がある．重ね継手や 1 面摩擦継手をすべり先行型の継手として設計するために
は，降伏耐力の低下を考慮する必要がある． 
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第 3 章 高力ボルト重ね摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力に関する解析的検討 
 
3.1 はじめに 
重ね継手は偏心荷重による板曲げ作用を受けることから，1 面摩擦継手と同じよう
にすべり耐力が低下する[1,2]可能性がある．しかし，重ね継手については，すべり耐
力が 2 面摩擦継手と大差ないという実験結果がある[3,4]．これらの報告では，すべり/
降伏耐力比 β が明記されていないが，試験体寸法，すべり耐力，ボルト軸力から β=0.50
未満のすべり先行型と推定される試験体を用いた結果である．また，ボルト軸力の変
化も明らかでない．このように，重ね継手のすべり耐力については検討が十分にはな
されていない状況にあり，重ね継手の降伏耐力についてはこれまで検討がなされてい
ない． 
第 2 章において，継手形式の違いがすべり耐力や降伏耐力に与える影響を検討する
ため，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 になるよう設計した 2 面摩擦継手，1 面摩擦継手，
重ね継手試験体の引張試験を実施した．そして，重ね継手のすべり耐力と降伏耐力は
1 面摩擦継手と同程度であり，2 面摩擦継手と比較した場合，すべり耐力は 10%程度，
降伏耐力は 20%程度低下するという結果が得られた．また，引張試験の再現解析を行
い，重ね継手のすべり耐力と降伏耐力をある程度再現し，解析モデルや解析方法の妥
当性を示した．そして，すべり耐力の低下の原因は，偏心荷重による板曲げで生じる
ボルト軸ひずみの低下とボルト軸力の作用範囲の減少にあること，降伏耐力の低下の
原因は，偏心荷重による板曲げ応力にあることを明らかにした．しかし，重ね継手の
すべり耐力や降伏耐力は，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手長さなどによって異な
るものと考えられるが，これらの影響は明らかとなっていない． 
本章では，2 面摩擦継手と重ね継手を対象に，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手
長さをパラメータとした FEM 解析を行い，それらが重ね継手のすべり耐力と降伏耐力
に与える影響について検討する．  
 
3.2 解析モデル 
ここでは，2 面摩擦継手（DF）と重ね継手（LJ）を対象とする．解析モデルを図 3.1
に示す．解析では対称性を考慮し．2 面摩擦継手（DF）は 1/4，重ね継手（LJ）は 1/2
モデルとした．境界条件，要素寸法は第 2 章の 2.6.1 項と同じである．解析ケースの内
訳を表 3.1 に示す．解析モデルの寸法は，すべり/降伏耐力比 β が 0.4，0.6，0.8，1.0，
1.2 程度となるように，β＝0.8 のモデルを基本に板幅または板厚を変えて作成した．板
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厚を変えた重ね継手（LJ）のモデルでは，偏心量（板厚）の影響も検討する．解析モ
デルの名称は，板幅を変えたモデルを-w，板厚を変えたモデルを-t で区別した．これ
らのモデルの寸法の決定においては，すべり係数を 0.5，降伏応力を SM490 材相当の
395N/mm2，ボルト軸力を F10T-M22 の設計ボルト軸力（205kN）とした．母板および
連結板のボルト孔径は 24.5mm とした．表 3.1 には，これらの条件を用いて算出した
設計すべり耐力と純断面降伏耐力を示している．解析には，表 3.2 に示す応力－ひず
み点を結んだ応力－ひずみ関係を用いた．鋼材のヤング率は（E）は 2.0×105N/mm2，
降伏応力は 395N/mm2，ポアソン比は（ν）は 0.3，降伏後の 2 次勾配は E/100 としてい
る． 
 
  
（a）2 面摩擦継手（DF） （b）重ね継手（LJ） 
図 3.1 解析モデル図 
 
表 3.1 解析ケースの内訳 
 
継手
形式 名称
すべり/
降伏耐
力比β
母板厚
t1
（mm）
連結板厚
t2
（mm）
板幅
W
（mm）
偏心量
（mm）
設計すべり
耐力
(kN)
純断面
降伏耐力
(kN)
DF-0.4-w 0.4 28 16 120 － 410.0 1056.2
DF-0.6-w 0.6 28 16 90 － 410.0 724.4
DF-0.8 0.8 28 16 70 － 410.0 503.2
DF-1.0-w 1.0 28 16 60 － 410.0 392.6
DF-1.2-w 1.2 28 16 56 － 410.0 348.4
DF-0.4-t 0.4 52 28 70 － 410.0 934.6
DF-0.6-t 0.6 40 22 70 － 410.0 718.9
DF-1.0-t 1.0 22 12 70 － 410.0 395.4
DF-1.2-t 1.2 19 10 70 － 410.0 341.5
LJ-0.4-w 0.4 14 － 120 14 205.0 528.1
LJ-0.6-w 0.6 14 － 85 14 205.0 334.6
LJ-0.8 0.8 14 － 70 14 205.0 251.6
LJ-1.0-w 1.0 14 － 60 14 205.0 196.3
LJ-1.2-w 1.2 14 － 56 14 205.0 174.2
LJ-0.4-t 0.4 26 － 70 26 205.0 467.3
LJ-0.6-t 0.6 20 － 70 20 205.0 359.5
LJ-1.0-t 1.0 11 － 70 11 205.0 197.7
LJ-1.2-t 1.3 9 － 70 9 205.0 161.8
DF
LJ
w 
t1 
t2 
w 
t1 
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表 3.2 解析で用いた応力-ひずみ関係 
 
 
3.3 解析方法 
 解析方法は，第 2 章の 2.6.2 項で示した方法と同じである．解析ソルバーは，
Abaqus/standerd 6.14[5]であり，境界非線形性（接触）を考慮した弾塑性有限要素解析
を行った．解析手順を図 3.2 に示す．STEP1 でソルバーのボルト荷重の機能を用いて
所定の軸力を導入する．導入ボルト軸力は，F10T-M22 の設計ボルト軸力（205kN）と
した．STEP2 で，母板の一方の端部を固定し，もう一方の端部に引張の強制変位を与
えた．その際の，各ステップでの変位増分は，すべり発生まで 10 ステップ程度に設定
している．試験機のチャック範囲 100mm は両面とも板厚方向の変位を拘束し，引張試
験時の状態を再現した． 
 接触面となる鋼材間の摩擦係数は，第 2 章の引張試験の再現解析で用いた値と同じ
0.68 とした．座金と鋼材間の摩擦係数は，接合面のすべりに影響しないよう 0.005 と
した．ボルト軸とボルト孔壁の表面には，すべりが生じた後にボルト軸がボルト孔壁
に食い込まずに接触圧が生じるよう，ソルバーの「剛接触」を定義した． 
 
3.4 解析結果と考察 
3.4.1 すべり/降伏耐力比 β がすべり耐力に与える影響 
すべり耐力は，荷重が低下したときの荷重，または荷重－相対変位関係の傾きが変
化し相対変位が 0.2mm となったときの荷重とした[6]．相対変位は図 3.3 に示す位置で
鋼材 降伏応力 395 1,975
SM490相当 引張強度 535 71,975
ボルト 降伏応力 900 4,500
F10T相当 引張強度 1,000 54,500
材料 ひずみ（μ）応力（N/mm2）
 
図 3.2 解析手順（LJ の例） 
100mm 100mm 
固定 
STEP1：ボルト軸力導入 
STEP2：強制変位 
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求めている．解析から得られた荷重－相対変位関係の例を図 3.4 に示す．荷重が低下
したケースは，母板の降伏がすべりに先行したケースであった．また，一部のケース
を除いて設計すべり耐力よりも高いすべり耐力が得られている．これは，接合面の表
面処理が無機ジンクリッチペイントの場合の引張試験結果を再現できる摩擦係数
（0.68）を用いたためである． 
 
 
 
（a）DF モデル （b）LJ モデル 
図 3.3 相対変位の測定位置 
 
  
（a）DF-w モデル （b）LJ-w モデル 
図 3.4 荷重－相対変位関係の例 
 
すべり耐力と導入ボルト軸力（205kN）を用いて各継手のすべり係数 μ を算出し，
すべり/降伏耐力比 β との関係を整理した結果を表 3.3 と図 3.5 に示す．2 面摩擦継手
は，鋼材の降伏の影響を受け始める β＝0.8 ですべり係数が低下しており，この結果は
文献[7]と同じである．これに比べて，重ね継手のすべり係数の β による低下は大きく
なっている． 
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表 3.3 すべり係数一覧 
 
 
 
図 3.5 すべり係数μとβの関係 
 
重ね継手のすべり係数を 2 面摩擦継手と比較すると，β=0.4 のケースでは，偏心量
が 14mm のモデル（LJ-0.4-w）は同程度であるが，偏心量が 26mm のモデル（LJ-0.4-t）
は 5%程度低い．β=0.6 のケースは 6%程度低く，β=0.8 のケースは 12%程度低い．重ね
継手
形式 名称
すべり/
降伏耐
力比β
すべり
耐力
(kN)
すべり
係数
μ
DF-0.4-w 0.4 536.4 0.65
DF-0.6-w 0.6 530.6 0.65
DF-0.8 0.8 521.6 0.64
DF-1.0-w 1.0 497.2 0.61
DF-1.2-w 1.2 453.7 0.55
DF-0.4-t 0.4 535.6 0.65
DF-0.6-t 0.6 532.2 0.65
DF-1.0-t 1.0 493.6 0.60
DF-1.2-t 1.2 438.3 0.53
LJ-0.4-w 0.4 262.7 0.64
LJ-0.6-w 0.6 249.7 0.61
LJ-0.8 0.8 230.3 0.56
LJ-1.0-w 1.0 203.3 0.50
LJ-1.2-w 1.2 187.0 0.46
LJ-0.4-t 0.4 254.7 0.62
LJ-0.6-t 0.6 249.1 0.61
LJ-1.0-t 1.0 194.9 0.48
LJ-1.2-t 1.2 160.5 0.39
DF
LJ
0.4 0.6 0.8 1.0 1.2
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
DF−tDF−w
LJ−tLJ−w
すべり/降伏耐力比β
す
べ
り
係
数
μ
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継手のすべり係数が低い原因は，偏心荷重による板曲げの影響でボルト軸ひずみが低
下したためと考えられる．第 2 章で示した引張試験の結果より，重ね継手においては
ボルト軸外側のひずみ低下が早いことから，図 3.3 に示した Bolt1 のすべり発生までの
ボルト軸外側の相対ひずみと β の関係を整理した．その結果を図 3.6 に示す．相対ひ
ずみは，すべりが発生するまでのボルト軸ひずみを荷重載荷前のボルト軸ひずみで除
した値である．LJ-w モデル，LJ-t モデルとも β が大きいほど相対ひずみの低下が早期
に始まっており，また低下の程度も大きい．これが，β が大きいほどすべり係数が小
さくなる原因と考えられる．なお，LJ-w モデルの β＝0.4 と 0.6 で相対ひずみの低下の
順番が一部異なっている部分があるが，これは，3.3 節で示したように，解析時の変位
増分をステップ状に与えているためである． 
 
  
（a）LJ-ｗ （b）LJ-t 
図 3.6 ボルト軸相対ひずみ－荷重関係（すべり発生まで） 
 
ボルト軸外側のひずみが低下する原因は，図 3.7 に示すミーゼス応力のコンター図
の例より，母板に降伏が生じている影響と考えられる．そこで，降伏が早く生じたボ
ルト孔縁から外側約 7mm 位置の母板側面に着目して，すべり発生時の応力分布を調べ
た．図 3.8 は LJ-w モデルの応力分布である．β＝0.6 から鋼板の降伏が生じており，β
の値が大きくなるにしたがって，降伏が板厚方向に広がっている．なお，LJ-t モデル
も同じ結果であった．以上のように，ボルト軸外側のひずみ低下は鋼板の降伏が一因
と考えられる． 
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図 3.7 すべり発生時の母板ミーゼス応力のコンター図の例（LJ-0.8） 
 
図 3.8 母板側面のすべり発生時の応力分布の例（LJ-w） 
 
3.4.2 偏心量（板厚）がすべり耐力に与える影響 
図 3.5 と 3.6 に示したように，重ね継手の β＝0.4 の 2 つのモデルの内，偏心量が 26mm
のモデルのほうが 14mm のモデルよりもすべり時のボルト軸力低下が小さいにも関わ
らず，すべり係数がわずかに低くなっている．ボルト軸力低下程度が異なる要因を調
べるため，すべり時の母板のボルト孔周りの応力状態を比較した．図 3.9 と図 3.10 に
すべり発生時の母板のミーゼス応力コンター図を示す．平面図を比較すると，板厚
14mm のモデルは板幅中央部まで降伏に達しているのに対し，板厚 26mm のモデルは
板幅中央部の降伏域が狭い．ボルト孔壁の断面図を比較すると，板厚 14mm のモデル
は，板厚に対して 60%程度が降伏しているのに対し，板厚 26mm のモデルは 45%程度
の降伏である．このように，板厚が 26mm のモデルはボルト孔周辺の母板の降伏域が
狭いため，ボルト軸力の低下が小さいものと考えられる． 
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←引張側      Bolt1 
（a）母板平面図 
 
 
←引張側      Bolt1 
（b）母板断面図 
図 3.9 LJ-0.4-w（板厚 14mm）のすべり時の母板ミーゼス応力コンター図 
 
 
←引張側      Bolt1 
（a）母板平面図 
 
←引張側      Bolt1 
（b）母板断面図 
図 3.10 LJ-0.4-t（板厚 26mm）のすべり時の母板ミーゼス応力コンター図 
(N/mm2) 
(N/mm2) 
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 偏心量（板厚）の違いがすべり耐力に与える影響を明らかにするため，接合材間に
生じる材間圧縮力（以下，接触圧力）に着目した．接触圧力は，ボルト孔壁位置で最
大となり，ボルトの半径方向に漸減する分布となる．鋼板が厚くなると，接触半径が
大きくなり，最大接触圧力が低下することが知られている[8]．ボルト軸力導入時の母
板接触面の接触圧力コンター図を図 3.11 に示す．板厚 14mm と 26mm のコンター図を
比較すると，板厚が 26mm のモデルの方が接触半径は大きく，最大接触圧力は低い状
態となっており，文献[8]と同じ傾向である． 
 
←引張側      Bolt1 
（a）LJ-0.4-w（板幅：120mm，板厚：14mm） 
 
←引張側      Bolt1 
（b）LJ-0.4-t（板幅：70mm，板厚：26mm） 
図 3.11 ボルト軸力導入時の母板接触面の接触圧力コンター図 
 
 すべり発生時の母板の接触圧力コンター図を図 3.12 に示す．ボルト軸力導入時と比
べると，すべり発生時には最大接触圧力が大きくなっており，引張側の接触半径が小
さくなっている．また，板厚 14mm と 26mm のコンター図を比較すると，最大接触圧
力は同程度であるが，板厚 26mm のモデルのほうが板厚 14mm のモデルよりも引張側
の接触半径が小さくなっている．これには，面外変形が影響していると考えられる． 
接触半径  
接触半径  
(N/mm
2
)  
最大接触圧力  
(N/mm
2
)  
最大接触圧力  
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図 3.13 にモデル板幅方向中央の接合面の板厚方向の相対変位（開口量：母板 1 に対
する母板 2 の板厚方向変位）とボルト孔縁からの距離の関係を示す．偏心量が 26mm
のモデルは，ボルト孔縁から約 5mm の位置が面外曲げの折れ点となっているのに対し，
偏心量が 14mm のモデルは，約 7mm の位置が折れ点となっている．ボルトの座金端部
の位置が約 12mm の位置であることから，面外曲げの折れ点の違いは，接合面の接触
圧力を減少させていると考えられる．そこで，すべり発生時のボルト孔縁からの接触
圧力分布を調べた．その結果を図 3.14 に示す．接触圧力の接触半径は，偏心量が 26mm
のモデルのほうが小さい．両モデルとも接触圧力は面外曲げの折れ点付近から 0 とな
っている．このように，面外曲げに伴い，接触圧力が低下している． 
偏心量の違いが小さく，すべり係数も同じであった β=0.6 の 2 つのモデルについて，
すべり発生時の接合面の面外変形の状態を調べた．その結果を図 3.15 に示す．β=0.6
 
←引張側      Bolt1 
（a）LJ-0.4-w（板幅：120mm，板厚：14mm） 
 
 
←引張側      Bolt1 
（b）LJ-0.4-t（板幅：70mm，板厚：26mm） 
図 3.12 すべり発生時の母板接触面の接触圧力コンター図 
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の 2 つのモデルではほぼ同じ位置が面外曲げの折れ点となっている．接触圧力分布も
図 3.16 に示すように，ほぼ同じである． 
以上のように，重ね継手においては，すべり/降伏耐力比 β が同じでも，偏心量が大
きい場合は，すべり係数が低くなることが明らかとなった．その一因は，面外曲げの
折れ点の違いによる接触半径の減少にあると考えられる．しかし，表 3.3 で示した解
析結果のとおり，通常の重ね継手の設計で想定される板厚においては，偏心量がすべ
り耐力に与える影響は小さい． 
 
 
  
図 3.15 接合部面外変形の状態(β=0.6) 図 3.16 接触圧力分布(β=0.6) 
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図 3.13 接合部面外変形の状態(β=0.4) 図 3.14 接触圧力分布(β=0.4) 
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3.4.3 すべり/降伏耐力比 β と板厚が降伏耐力に与える影響 
 すべり/降伏耐力比 β が 0.8 以上の解析モデルを対象に，解析から得られた荷重－側
面ひずみ関係の例を図 3.17 に示す．降伏耐力は，荷重の低下が見られないケースは
0.2%耐力とし，荷重の低下が見られたケースは最大荷重とした． 
 
  
（a）DF-w モデル  （b）LJ-w モデル  
図 3.17 荷重－側面ひずみ関係の例 
 
降伏耐力を純断面降伏耐力で無次元化した降伏耐力比を算出し，すべり/降伏耐力比
β との関係を整理した．その結果を表 3.4 と図 3.18 に示す．2 面摩擦継手の降伏耐力比
は，母板だけでなく連結板でも力を分担するため 1.0 よりも高い．重ね継手の降伏耐
力比は，2 面摩擦継手と比較した場合，β の値によらず 20～25%程度低い．重ね継手
で β の値が同じ場合，β≧1.0 では板厚が薄い LJ-t モデルで降伏耐力比が低い．降伏耐
力が低下する原因は，偏心荷重による板曲げ応力による鋼板の降伏によるものと考え
られる． 
β＝1.2 の場合（板厚 t=14mm と 9mm）の母板側面の応力分布を図 3.19 に示す．応力
分布の着目位置は図 3.7 と同じである．板厚が 9mm のケース（LJ-1.2-t）は曲げ剛性が
低いため圧縮側も降伏している．β=1.0 の場合（板厚 t=14mm と 11mm）も同じように，
板厚が 11mm のケース（LJ-1.0-t）で圧縮側の降伏が認められた． 
以上のように，β=0.8 以上の重ね継手の降伏耐力を 2 面摩擦継手と比較した場合，β
の値によらず 20～25%程度低い．この原因は，偏心荷重に伴う板曲げ応力により鋼板
の降伏が早く生じるためであり，板厚が薄いときに降伏耐力の低下の程度が大きい． 
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表 3.4 降伏耐力比の一覧 
 
 
 
  
継手
形式 名称
すべり/
降伏耐
力比β
純断面
降伏耐力
（kN）
降伏耐力
(kN)
降伏
耐力比
DF-0.4-w 0.4 1056.2 － －
DF-0.6-w 0.6 724.4 － －
DF-0.8 0.8 503.2 607.7 1.21
DF-1.0-w 1.0 392.6 488.2 1.24
DF-1.2-w 1.2 348.4 449.4 1.29
DF-0.4-t 0.4 934.6 － －
DF-0.6-t 0.6 718.9 － －
DF-1.0-t 1.0 395.4 491.8 1.24
DF-1.2-t 1.2 341.5 438.2 1.28
LJ-0.4-w 0.4 528.1 － －
LJ-0.6-w 0.6 334.6 － －
LJ-0.8 0.8 251.6 232.5 0.92
LJ-1.0-w 1.0 196.3 203.1 1.03
LJ-1.2-w 1.2 174.2 187.0 1.07
LJ-0.4-t 0.4 467.3 － －
LJ-0.6-t 0.6 359.5 － －
LJ-1.0-t 1.0 197.7 194.9 0.99
LJ-1.2-t 1.2 161.8 160.5 0.99
DF
LJ
  
図 3.18 降伏耐力比と β の関係 図 3.19 すべり荷重時の応力分布(β=1.2) 
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3.4.4 継手長さが重ね継手のすべり耐力・降伏耐力に与える影響 
(1) 解析モデルと解析方法 
 解析モデルの形状を図 3.20 に示す．解析モデルは，3.2 節で用いたモデルのうち，
すべり/降伏耐力比 β が 0.8 となるようにした LJ-0.8 のモデルを基本モデルとして用い
る．パラメータは，図 3.20 に示す接合部端部から試験機のチャック範囲（100mm）ま
での距離を継手長さ（L）とし，その距離は 80mm，130mm（基本モデル），180mm
の 3 種類とした．他の解析条件および解析方法は 3.2，3.3 節と同じである． 
 
 
図 3.20 継手長さ検討モデル 
 
(2) 解析結果と考察 
解析結果からすべり係数を算出し，すべり係数と継手長さの関係を整理した結果を
図 3.21 に示す．継手が長くなるにしたがって，すべり係数が低下しているものの，そ
の差は小さい．図 3.22 にボルト軸外側の相対ひずみと荷重の関係を示す．相対ひずみ
の低下は継手が長いほど顕著になっている．ただし，各継手長さで相対ひずみ－荷重
関係は交差している部分もあるが，これは解析時の変位増分をステップ状に与えてい
るためである．このように，すべり係数が低下する原因は，ボルト軸外側のひずみ低
下が一因と考えられる．さらに，ボルト軸外側のひずみが低下する原因は，3.4.1 項で
示したようにボルト孔外側の母板の降伏が影響していると考えられる． 
解析結果から降伏耐力比を算出し，継手長さとの関係を整理した結果を図 3.23 に示
す．継手が長くなるにしたがって降伏耐力比が低くなっている．この低下の原因は，
継手が長くなると，板曲げ応力が大きくなるためと考えられる． 
継手が長いと板曲げ応力が大きくなる原因は，継手の両端固定部に発生する反力が
影響していると考えられる．図 3.24（a）に示すように，重ね継手に引張荷重が作用す
ると，偏心荷重によって生じるモーメントのほか固定端に反力が生じる．偏心荷重に
100mm 
100mm 
継手長さ L＝80，※130，180mm 
継手長さ L 
※L＝130mm は，解析モデル LJ-0.8 
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よって生じるモーメントは図 3.24（b）に示すように偏心量が同じであれば一定である．
しかし，反力によって生じるモーメントは，図 3.24（c）に示すように継手が長いほど
小さい．偏心荷重によって生じるモーメントと反力によって生じるモーメントの重ね
合わせが重ね継手の接合部に作用する曲げモーメントであり，継手が長いほど曲げモ
ーメントが大きくなるため，接合部の曲げ応力が大きくなる． 
以上のように，重ね継手は継手が長いほどすべり耐力および降伏耐力が低下するも
ののその影響は小さい．これらの低下の原因は，継手が長いほど接合部の曲げ応力が
大きくなるためである． 
 
  
図 3.21 すべり係数μ－継手長さ 図 3.22 相対ひずみ－荷重 
（すべり発生まで） 
 
 
図 3.23 降伏耐力比－継手長さ 
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（a）荷重の作用状況 
 
（b）偏心荷重によって生じるモーメント 
 
（c）反力によって生じるモーメント 
図 3.24 重ね継手の荷重作用状況とモーメント図 
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3.5 まとめ 
本章では，2 面摩擦継手と重ね継手を対象に，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手
長さをパラメータとした FEM 解析を行い，それらが重ね継手のすべり耐力と降伏耐力
に与える影響について検討した．ここで得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) すべり/降伏耐力比 β の増加に伴い，すべり耐力の低下が大きくなる．すべり耐力
の低下の原因は，ボルト軸外側のひずみ低下が大きくなるためであり，ひずみ低
下の原因は，面外曲げの影響によりボルト孔外側で母板の降伏が早く生じるため
である． 
(2) すべり/降伏耐力比 βが同じでも，偏心量が大きい場合は，すべり耐力が低くなる．
すべり耐力の低下の原因は，面外曲げの折れ点の違いによる接触圧力の接触半径
の違いにあると考えられる．しかし，通常の重ね継手の設計で想定される板厚に
おいては，偏心量がすべり耐力に与える影響は小さい． 
(3) すべり/降伏耐力比 β が 0.8 以上の重ね継手の降伏耐力を 2 面摩擦継手と比較した
場合，β の値によらず 20～25%程度低い．降伏耐力の低下の原因は，面外曲げの
影響を受けて鋼板の降伏が早く生じるためである．板が薄い場合は面外曲げの影
響が大きくなるため，鋼板の降伏が早く生じる． 
(4) 重ね継手は，継手が長いほどすべり耐力および降伏耐力が低下するもののその影
響は小さい．低下の原因は，継手が長いほど接合部の曲げ応力が大きくなるため
である． 
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第 4 章 既設耐候性鋼橋のさび生成状態の調査 
 
4.1 はじめに 
さびの状態は，湿潤状態や塩分などに大きな影響を受ける．したがって，同じ鋼材
でも曝露環境により，さびの状態は大きく異なる．橋梁においては，さびの状態に影
響を及ぼす環境が橋梁全体で同じではない．その結果，橋梁内のさび状態は一様でな
く，いわゆるさびむらが生じるのが一般的である．このような腐食環境は，文献[1]
に示されているように，橋梁全体に影響を及ぼす橋梁の建設地点のマクロ環境，地形
と構造物とによって創られるローカル環境，桁端部などの局所的な地形と構造物によ
って創られるミクロ環境，また，水仕舞いの不備や老朽化により生じるアクシデント
に分類できる．実際にはそれぞれの腐食環境が複合的にさびの生成に影響を与えるた
め，腐食環境の評価をこれらの分類毎に行うことは難しい．そこで，文献[1]では，橋
梁全体の平均的なさび評価（構造全体評価）と局所的なさび評価（局所評価）の 2 種
類の評価を実施するとよいとしている． 
耐候性鋼橋に生成されるさび状態に関する調査報告は，保護性さびが形成されてい
るかを判断するまでの架設後 10 年程度に留まっており[2-7]，追跡調査に関する報告
はなされていない．架設から 8 年程度の裸仕様の耐候性鋼鉄道橋を対象に実施された
調査[2-4]によると，さび状態は総じて良好であった．ただし，海岸近くに架設された
橋梁の部材・部位，および川面に近く長時間湿潤状態にある部材・部位などに異常さ
びの発生がみられるものもあった．異常さびのほとんどは下向きの面など雨水に曝さ
れない部位・部材に発生している．特に，鉄道橋における耐候性鋼橋梁で独自の構造
として，架設初期のプレートガーダーは，水はけに留意してフランジなどの水平部材
に勾配を設けている．しかし，飛来塩分の多い地域に架設された橋梁では，下面が水
洗いされにくくなり，水平部材の下面に異常さびが生じて表面の凹凸が大きくなって
いた．ただし，このような問題が生じている橋梁でも，雨水に曝される部材・部位で
はさびの状態は良好であった．これらの調査より，耐候性鋼鉄道橋のさび状態につい
ては，飛来塩分などのマクロ環境，凍結防止剤による塩分などのローカル環境，桁端
部やフランジの勾配といったミクロ環境が影響すると考えられる． 
本章では，落橋防止装置を設置することが想定される経年 30 年程度の既設耐候性
鋼鉄道橋の桁端部の部材を対象に，部位ごとの外層さびの局所評価と内層さびの状態
を把握することを目的に実橋調査した結果を報告する． 
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4.2 さび生成状態の調査 
4.2.1 調査橋梁の概要 
 さび生成状態の調査は，裸仕様の耐候性鋼鉄道橋のうち 4 橋で実施した．調査橋梁
の概要について表 4.1 に示す．なお，経年は調査した 2016 年時点で示し，離岸距離
は文献[8]で調べた距離を示した． 
表 4.1 調査橋梁の概要 
A 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 鋼直結式 
起点方構造 トンネル 終点方構造 盛土 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 2@125.4m 架設時期（経年） 1984 年（32 年） 
離岸距離 日本海沿岸から約 32km（山間部） 
B 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 道床式 
起点方構造 橋梁 終点方構造 橋梁 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 60.0m 架設時期（経年） 1985 年（31 年） 
離岸距離 日本海沿岸から約 18km（都市部） 
C 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 道床式 
起点方構造 トンネル 終点方構造 盛土 
桁下空間 道路 構造細目 排水勾配有り 
支間 86.0m 架設時期（経年） 1985 年（31 年） 
離岸距離 瀬戸内海沿岸から約 20km（都市部） 
D 橋梁 
構造形式 下路トラス 軌道形式 鋼直結式 
起点方構造 橋梁 終点方構造 橋梁 
桁下空間 河川 構造細目 排水勾配有り 
支間 68.0m 架設時期（経年） 1986 年（30 年） 
離岸距離 瀬戸内海沿岸から約 20km（都市部） 
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 構造形式はいずれも下路トラスである．軌道形式は，A と D 橋梁が鋼直結式，B と
C 橋梁が道床式である．道床式では鋼床版を有するため，桁内側が雨洗いされない状
況となる．A 橋梁と C 橋梁の調査した桁端部は橋台上であるのに対し，B 橋梁と D 橋
梁の調査した桁端部は橋脚上である．橋台上は，土砂などがたまりやすく，狭隘で風
通しも悪いため，腐食環境にさらされやすい．桁下空間は，C 橋梁は道路であるが，
その他の橋梁は河川利用されている．構造細目としては，いずれも下フランジに排水
勾配を設ける構造が採用されている．また，離岸距離は 20km 程度以上であるが，A
橋梁と B 橋梁は日本海沿岸からの距離であり豪雪地域，C 橋梁と D 橋梁は瀬戸内海沿
岸の地域に位置している．いずれも飛来塩分の影響は受けにくい地域にあると考えら
れるが，B 橋梁は河川上流側の約 170m の位置に道路橋が存在するため，凍結防止剤
からの塩分の影響を受ける可能性がある． 
 
4.2.2 気象データの比較 
 マクロ環境（建設地点の腐食環境）を調べるため，調査対象橋梁に近い地点の気象
データ[9]を比較した結果を図 4.1 に示す．気象データの統計期間は 1981 年から 2010
年の 30 年であり，数値は月毎の平均値を示している．A 橋梁と B 橋梁（以下，地域 1），
C 橋梁と D 橋梁（以下，地域 2）が同じ地域に架設されている． 
図 4.1（a）に示す平均降水量については，地域 1 は豪雪地域であるため冬期の降水
量が多いところに特徴があり，年間降水量は地域 2 よりも多い．図 4.1（b）～（d）
に示す気温については，地域 1 のほうが平均気温，日最高気温，日最低気温が低い．
また，日最高気温と日最低気温を比較すると，地域 1 では同じ月の最高気温と最低気
温の差が大きい．図 4.1（e）に示す日照時間については，A 橋梁の 1 月から 6 月のデ
ータが無かったため記載していない．7 月以降のデータでは B 橋梁と同じ傾向が認め
られる．地域 1 は冬期の日照時間が短い傾向がある．地域 1 は図 4.1（a）に示すとお
り冬期の年間降水量が多いことから，鋼材の濡れ時間が長いと考えられる．図 4.1（f）
に示す平均風速については，C 橋梁で風が強い傾向がある．B 橋梁と D 橋梁は同程度
であり，A 橋梁が最も風が弱い． 
以上のように気象データを比較すると，A 橋梁は，平均降水量が多く，平均気温が
低く，日照時間が短く，平均風速が弱いため，調査橋梁の中では，最も湿潤状態に曝
される環境にあると考えられる． 
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（a）平均降水量 （b）平均気温 
  
（c）日最高気温 （d）日最低気温 
  
（e）日照時間 （f）平均風速 
図 4.1 気象データの比較 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0
50
100
150
200
250
300
350
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
降
水
量
（
m
m
）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0
5
10
15
20
25
30
35
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
平
均
気
温
（
℃
）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0
5
10
15
20
25
30
35
40
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
日
最
高
気
温
（
℃
）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
−5
0
5
10
15
20
25
30
35
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
日
最
低
気
温
（
℃
）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0
50
100
150
200
250
300
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
日
照
時
間
（
時
間
）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
A橋梁 B橋梁 C橋梁 D橋梁
月
平
均
風
速
（
m
/s
）
60 
 
4.2.3 現地調査 
現地調査項目は外観，さび厚，表面粗さであり，調査部位をワイヤブラシにより素
地調整する前後でそれらを測定・調査した．素地調整は，外層のさび層を除去する程
度まで行った．素地調整前後のさび状態の例を図 4.2 に示す．異常さびが形成されて
いる場合は素地調整せず外観調査のみ実施した．外観調査では，さび状況を目視観察
し，同時に写真に記録した．外観のうち，さび粒径の調査ではセロテープ試験を行っ
た．セロテープ試験は，鋼材にセロテープを圧着させ，付着したさびの粒径でさびの
状態を評価するものである．外層さびの状態は表 4.2 に示す基準に従い評価した． 
調査部位の素地調整前後のさび厚は電磁膜厚計（LZ－900J）により測定した．調査
部位の 100mm×100mm 程度の範囲で任意の 10 点を計測し，その平均値をさび厚と
した．表面粗さパラメータには算術平均粗さ(Ra)を用いた．調査方法は，図 4.3 に示
すように印象材でさびの表面凹凸を採取し，その印象材の表面を触針式粗さ測定器（小
型表面粗さ測定器：Mitutoyo／SJ-301 0.75mN タイプ）で測定した．測定基準長さ
は 8mm，測定間隔は 16μm とした．印象材の任意の 6 箇所を測定し，その平均値を調
査部位の表面粗さとした． 
   
（a）素地調整前 （b）素地調整後 図 4.3 印象材によるさび
表面凹凸採取状況 図 4.2 素地調整前後のさび状態の例 
 
表 4.2 目視外観観察法とさび厚測定法による評点付け基準とその解釈法（案）[10] 
状態 評点 目視外観（例） さび厚 
正常 
5 腐食が進まず，さびも薄い 200μm 程度未満 
4 平均外観粒径 1mm 程度以下で均一なさび 
400μm 程度未満 
3 平均外観粒径 1～5mm 程度のさび 
要観察 2 外観粒径 5～25mm 程度のうろこ状剥離があ
るさび 
400μm 程度以上 
800μm 程度未満 
異常 1 層状剥離が起きているさび 800μm 程度以上 
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4.2.4 調査結果 
(1) A 橋梁 
 図 4.4 に素地調整前の外観を示す．測定箇所 A-1～3 には，均一で緻密なさびが形成
されていた．素地調整後は，素地面に緻密な黒さびの層（保護性さび層）が確認でき
た．A-4 の縦桁および A-5 の端横桁の下フランジ下面にはうろこ状さびが形成されて
いた．下フランジには上面の排水性に配慮して傾斜を設ける鉄道橋特有のディテール
が採用されており，下面に異常さびが形成されやすい． 
 
  
A-1：左主構外側ウェブ A-2：端横桁下フランジ上面 
  
A-3：端横桁外側ウェブ A-4：縦桁下フランジ下面 
 
A-5：端横桁下フランジ下面 
図 4.4 A 橋梁の調査部位外観（素地調整前） 
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素地調整前後のさび厚および算術平均粗さ(Ra)の測定結果を表 4.3 に示す．素地調
整前のさび厚および算術平均粗さ(Ra)はいずれの箇所でも同程度であったが，素地調
整後は外層さびが除去されてさび厚が小さくなっている．部位によって素地調整のし
易さが異なるものの，さび厚の変化が大きい部位ほど外層さびが厚い状態であったと
考えられる．算術平均粗さ(Ra)も素地調整によって，外層のさびが除去されると値が
小さくなる傾向が認められる． 
外観調査およびさび厚測定の結果を踏まえ，調査部位に評点付けした結果を表 4.4
に示す．縦桁や端横桁下フランジ下面にはうろこ状さびが形成されているため評点 2
と判断されるが，他の部位では，評点 4 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.3 A 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm）  算術平均粗さ Ra（μm）  
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
A-1：左主構外側ウェブ 123.0 76.1 31.9 21.3 
A-2：端横桁下フランジ上面 153.0 120.1 33.1 36.0 
A-3：端横桁外側ウェブ 128.0 95.9 38.5 23.8 
 
 
表 4.4 A 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚（μm） さび状態 評点 
A-1：左主構外側ウェブ 1mm 程度以下 123.0 均一 4 
A-2：端横桁下フランジ上面 1mm 程度以下 153.0 均一 4 
A-3：端横桁外側ウェブ 1mm 程度以下 128.0 均一 4 
A-4：縦桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 
A-5：端横桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 
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(2) B 橋梁 
図 4.6 に素地調整前の外観を示す．素地調整前の河川下流側の B-1 に比べて上流側
の B-2 で粒径が大きい粗いさびが形成されている．上流側には道路橋があるため，凍
結防止剤の塩分の影響を受けた可能性が考えられる．B-3 は端横桁の内側ウェブであ
るが，外観粒径の大きい粗いさびが形成されていた．凍結防止剤の塩分の影響のほか，
道床式であることから内側の風通しが悪く，雨洗いされにくいためと考えられる．B-1
から B-3 については，素地調整後の表面に黒さびの層（保護性さび層）が確認できた．
B-4 の縦桁や B-5 の端横桁の下フランジ下面にはうろこ状さびが形成されていた．B
橋梁においても，下フランジに傾斜を設けるディテールが採用されていることが原因
と考えられる． 
  
B-1：右主構外側ウェブ B-2：左主構外側ウェブ 
  
B-3：端横桁内側ウェブ B-4：縦桁下フランジ下面 
 
B-5：端横桁下フランジ下面 
図 4.6 B 橋梁の調査部位外観 
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素地調整前後のさび厚および算術平均粗さ(Ra)の測定結果を表 4.5 に示す．外観で
さびの状態が良い河川下流側の B-1 は，素地調整前後でさび厚や算術平均粗さ(Ra)の
違いがほとんど認められなかった．さび厚の値が素地調整後で小さくなっていないの
は，任意の 10 点で測定しているためである．道路橋がある河川上流側の B-2 では，素
地調整後のさび厚が 100μm 程度となった．外層のさびが下流側よりも厚く形成されて
おり，素地調整により除去されたためと考えられる．B-3 においても，素地調整後の
さび厚は 100μm 程度となった．素地調整後の内層さびの厚さは B-2 と同程度であるこ
とから，B-2 と比べて外層のさびが厚かったと考えられる．算術平均粗さ(Ra)につい
ては，いずれの箇所でも外層さびが除去されることによって値が小さくなる傾向が認
められた． 
外観調査およびさび厚測定の結果を踏まえ，調査部位に評点付けした結果を表 4.6
に示す．縦桁や端横桁下フランジ下面にはうろこ状さびが形成されているため評点 2
と判断されるが，他の部位では，評点 4 または 3 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.5 B 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm） 算術平均粗さ Ra（μm） 
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
B-1：右主構外側ウェブ 53.2 60.3 26.2 24.4 
B-2：左主構外側ウェブ 170.5 104.1 37.0 25.8 
B-3：端横桁内側ウェブ 288.2 112.7 45.2 31.7 
 
 
表 4.6 B 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚(μm) さび状態 評点 
B-1：右主構外側ウェブ 1mm 程度以下 53.2 均一 4 
B-2：左主構外側ウェブ 1~5mm 程度 170.5 粗い 3 
B-3：端横桁内側ウェブ 1~5mm 程度 288.2 粗い 3 
B-4：縦桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 
B-5：端横桁下フランジ下面 － － うろこ状 2 
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(3) C 橋梁 
図 4.7 に素地調整前の外観を示す．素地調整前の C-1 には均一で緻密なさびが形成
されているが，C-2 では表面に粒径の粗いさびが形成されている．素地調整後は，い
ずれの箇所でも黒さびの層（保護性さび層）が確認できた．C 橋梁では，下フランジ
に傾斜を設けているものの，A 橋梁と B 橋梁のようなうろこ状さびなどの異常さびは
認められなかった． 
  
C-1：右主構外側ウェブ C-2：端横桁下フランジ下面 
図 4.7 C 橋梁の調査部位外観 
 
素地調整前後のさび厚および算術平均粗さ(Ra)の測定結果を表 4.7 に示す．素地調
整前は，浮きさびが多い C-2 でさびが厚いものの，素地調整後は 100μm 前後で同程度
のさび厚であった．算術平均粗さ(Ra)は，素地調整前後でさび厚の変化が大きい C-2
で値の変化が大きい． 
外観調査およびさび厚測定の結果を踏まえ，調査部位に評点付けした結果を表 4.8
に示す．C 橋梁には評点 4 または 3 の正常なさびが形成されていた． 
 
表 4.7 C 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚（μm） 算術平均粗さ Ra（μm） 
素地調整前  素地調整後  素地調整前  素地調整後  
C-1：右主構外側ウェブ 170.5 117.4 37.8 35.1 
C-2：端横桁下フランジ下面 206.2 94.5 35.9 26.9 
 
表 4.8 C 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚（μm） さび状態 評点 
C-1：右主構外側ウェブ 1mm 程度以下 170.5 均一 4 
C-2：端横桁下フランジ下面 1~5mm 程度 206.2 粗い 3 
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(4) D 橋梁 
図 4.8 に素地調整前の外観写真を示す．素地調整前の D-1，2 には均一で緻密なさ
びが形成されていた．D-3 と D-4 には表面に粗いさびが形成されていた．同一の端横
桁ウェブ面であるが，水道となっている D-4 はさび色が黄色に変色していた．他の箇
所よりも湿潤状態に曝される時間が長い影響と考えられる．下フランジ下面となる
D-5 では，表面に粒径の粗いさびが形成されていた．下フランジに傾斜を設けている
もののうろこ状さびには至っていないと判断される．素地調整後は，いずれの箇所で
も黒さびの層（保護性さび層）が確認できた． 
 
  
D-1：右斜材フランジ上面 D-2：端横桁下フランジ上面 
  
D-3：端横桁ウェブ外面 D-4：端横桁ウェブ外面（水道） 
 
D-5：端横桁下フランジ下面 
図 4.8 D 橋梁の調査部位外観 
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素地調整前後のさび厚および算術平均粗さ(Ra)の測定結果を表 4.9 に示す．素地調
整前のさびが厚い D-2，D-4，D-5 では，素地調整後のさび厚の変化が大きく，外層さ
びが厚い状態であると言える．素地調整後は，D-5 以外は概ね 100μm 前後のさび厚で
ある．算術平均粗さ(Ra)については，D 橋梁では部位の違いや素地調整前後の違いが
認められなかった． 
外観調査およびさび厚測定の結果を踏まえ，調査部位に評点付けした結果を表 4.10
に示す． D-1 および D-2 については評点 4 と判断される．表面が傾斜しており排水性
が良いためと考えられる．風通しの悪い端横桁の D-3，D-4 および雨洗いされにくい
D-5 については評点 3 と判断される． 
 
表 4.9 D 橋梁のさび厚と算術平均粗さ（Ra） 
調査部位 
さび厚(μm) 算術平均粗さ Ra(μm) 
素地調整前 素地調整後 素地調整前 素地調整後 
D-1：右斜材フランジ上面 130.0 115.2 39.9 25.9 
D-2：端横桁下フランジ上面 268.1 124.6 38.5 34.3 
D-3：端横桁ウェブ外面 142.6 92.1 39.5 36.6 
D-4：端横桁ウェブ外面(水道) 191.0 125.3 35.9 39.2 
D-5：端横桁下フランジ下面 293.7 160.0 42.6 32.7 
 
 
表 4.10 D 橋梁のさび生成状態の評価 
調査部位 さび粒径 さび厚(μm) さび状態 評点 
D-1：右斜材フランジ上面 1mm 程度以下 130.0 均一 4 
D-2：端横桁下フランジ上面 1mm 程度以下 268.1 均一 4 
D-3：端横桁ウェブ外面 1~5mm 程度 142.6 粗い 3 
D-4：端横桁ウェブ外面(水道) 1~5mm 程度 191.0 均一 3 
D-5：端横桁下フランジ下面 1~5mm 程度 293.7 粗い 3 
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4.3 さび厚と表面粗さの関係 
さび生成状態について，架設地域や部位の関係を調べるため，調査対象橋梁の測定
部位について，素地調整前後のさび厚と算術平均粗さ(Ra)を整理した結果を図 4.9 と
図 4.10 に示す．なお，うろこ状さびが生成されていた部位ではさび厚や表面粗さを測
定していないため，図は評点 3 以上のさびが形成されていた部位のみ整理している．
素地調整前のさび厚には，桁内側である B-3，水平部材の D-2，D-5 で厚い傾向が認め
られるが，素地調整後のさび厚には架設地域や部位の違いがほとんど認められない．
さび厚は，素地調整によって外層のさびが除去されるため，素地調整後は減少した．
さび厚は，素地調整前で 53.2～293.7μm の範囲であったのに対し，素地調整後は 60.3
～160.0μm となった． 
算術平均粗さ(Ra)については，素地調整前は 26.2～45.2μm であったのに対し，素地
調整後は 21.3～39.2μm であり，素地調整によって粗さが小さくなる傾向は認められる
が，その差は小さい． 
 
 
図 4.9 素地調整前後のさび厚 
 
図 4.10 素地調整前後の算術平均粗さ(Ra) 
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4.4 まとめ 
本章では，落橋防止装置を設置することが想定される経年 30 年程度の既設耐候性
鋼鉄道橋の桁端部の部材を対象に，部位ごとの外層さびの局所評価と内層さびの状態
を把握することを目的に実橋調査した．調査した橋梁のうち，外層さびの状態が評点
3 以上の部位では，ワイヤブラシによる素地調整前後でさび厚と表面粗さを測定し，
内層さびの状態を調査した．ここで得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) 調査橋梁はいずれも下フランジに排水性を考慮したディテールが採用されている
が，豪雪地域である A 橋梁と B 橋梁では下フランジ下面にうろこ状さびが形成さ
れていたのに対し，C 橋梁や D 橋梁では，うろこ状さびの形成までは至っていな
かった．同じようなミクロ環境の場合，表層さびの状態には，平均降水量，気温，
日照時間，平均風速などのマクロ環境が影響していると考えられる． 
(2) 外層さびは，桁内側や水平部材で厚い傾向が認められる．素地調整前の外層さび
の厚さは 53.2～293.7μm であったのに対し，素地調整後の内層さびの厚さは 60.3
～160.0μm となった．素地調整によって外層さびが除去されることでさび厚が小
さくなる傾向が認められた． 
(3) 素地調整前の外層さびの算術平均粗さ(Ra)は 26.2～45.2μm であったのに対し，素
地調整後の内層さびは 21.3～39.2μm であった．素地調整によって外層さびが除去
されることで表面粗さが小さくなる傾向は認められるが，その差は小さい． 
 
今回調査した橋梁数は 4 橋のみであり，いずれも離岸距離が約 20km 以上の橋梁で
ある．内層さびの状態を把握するためには，今後，調査橋梁数を増やすとともに，海
岸地域の耐候性鋼橋梁も含めて調査していく必要があると考える． 
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第 5 章 既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力 
 
5.1 はじめに 
1980 年頃から無塗装仕様の耐候性鋼が鉄道橋にも使用され始め，現在では経年 20
年以上の耐候性鋼橋が多数存在する．このような耐候性鋼橋は兵庫県南部地震以前に
設計された橋梁であり，近年では大規模地震対策として図 5.1 に示すように耐震補強
部材が既設耐候性鋼橋に添加されることがある．既設鋼橋への補強部材の接合には，
高力ボルト摩擦接合継手を用いることが多い．耐候性鋼橋も高力ボルト摩擦接合継手
を用いる際には，塗装橋に準じて接合面の素地調整が行われることがある．この場合，
耐候性鋼橋に生成されたさびを完全に除去する必要があるということになる．耐候性
鋼橋に生成されるさびは 2 層構造であることが知られている．外層さびは動力工具な
どで容易に除去できるのに対し，内層さびは鋼材素地に固着しているために，ブラス
ト処理を行っても完全に除去することは困難である．既設耐候性鋼橋部材表面を簡易
な素地調整を施した状態とし，新設部材を摩擦接合した場合のすべり耐力を明らかに
することができれば，それに対応する設計が可能になるとともに，工期短縮や工費縮
減が期待できる． 
 
 
図 5.1 耐候性鋼鉄道橋の耐震補強事例 
 
既設耐候性鋼橋部材表面に動力工具による簡易な素地調整を施して内層さびを残
した状態とし，新設部材を接合することを想定した高力ボルト摩擦接合継手のすべり
耐力に関する研究は既にいくつか行われている[1,2]．以後，既設耐候性鋼橋部材とし
て用いられる鋼材を既設鋼材，新設部材として用いられる鋼材を添加鋼材と呼ぶ．こ
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れらの検討では，既設鋼材を主板として添加鋼材を連結板とした 2 面摩擦継手試験体
の引張試験が行われている．既設鋼材には，素地調整した後のさび層厚が文献[1]で
24μm 程度，文献[2]では 67μm 程度，算術平均粗さ(Ra)が文献[1]で 7.3μm 程度，文献[2]
では 11μm 程度のものが用いられている．添加鋼材にはブラスト処理を行ったものと
無機ジンクリッチペイント（以下，無機ジンク）を塗布したものが用いられている．
そして，添加鋼材の表面をブラスト処理した場合，引張試験前のボルト軸力で算出し
たすべり係数は，文献[1]で 0.41 程度，文献[2]では 0.43 程度であり，既設鋼材のさび
層厚や算術平均粗さ(Ra)の違いがすべり耐力に与える影響は小さい可能性がある．一
方，主板，連結板ともブラストによる粗面とした場合のすべり耐力は，それらの表面
粗さに依存することが知られている[3]が，文献[1,2]の添加鋼材の算術平均粗さ(Ra)は
7μm 程度以下であった．このため，算術平均粗さ(Ra)がさらに大きい添加鋼材を用い
れば，すべり耐力はさらに高くなるとも考えられる． 
添加鋼材の表面処理が無機ジンクの場合，引張試験前のボルト軸力で算出したすべ
り係数は，文献[1]で 0.55～0.60，文献[2]では 0.37～0.49 であった．このようにすべり
係数が異なるのは，無機ジンクの塗膜厚が異なる（文献[1]で 170μm 程度，文献[2]で
60μm 程度）ことにあるとされている[2]．しかし，先述のように文献[1]と[2]で用いら
れた既設鋼材の素地調整後のさび層厚や算術平均粗さ(Ra)は異なることから，添加鋼
材の表面に無機ジンクを塗布した場合，その塗膜厚だけでなく，既設鋼材のさびの状
態もすべり耐力に影響したとも考えられる． 
既設耐候性鋼橋に生成されるさびの状態は，経年や架設環境に加え，補修・補強の
対象とする鋼部材の部位によっても異なる[4-9]．特に，落橋防止装置が設置される桁
端部の下フランジなどの水平部材には，一般に厳しい腐食環境にあるため，うろこ状
さびや層状剥離さびが生成される場合が多い．既設鋼材を簡易な素地調整とした摩擦
接合継手を適用するには，添加部材の表面処理の違いのほか，既設鋼材のさびの状態
がすべり耐力に与える影響を明らかにする必要がある．また，簡易な素地調整で既設
鋼材に内層さびを残した状態で接合した継手については，すべり耐力の経時変化につ
いても検討する必要がある． 
本章では，外層さびをカップブラシで除去して内層さびを残した既設鋼材に，ブラ
スト処理したあるいは無機ジンクを塗布した添加鋼材を摩擦接合した継手のすべり耐
力を明らかにすることを目的とする．既設鋼材としては，32 年間曝露された I 形断面
桁から採取したものを用いた（図 5.2(a)）．この桁のウェブ面には保護性さび，下フラ
ンジ下面にはうろこ状さびが生成されていた（図 5.2(b)）．添加鋼材には無垢の耐候性
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鋼材を用い，その表面はブラスト処理または無機ジンク塗装とした．ブラスト処理は，
算術平均粗さ(Ra)が 15μm 程度となるように行い，文献[1,2]で用いられた添加鋼材の
表面状態（Ra：7μm 程度以下）とは異なるようにした．添加部材を工場製作して現地
施工するまでの間に多少のさび層が形成されることも考えられるため，そのような添
加鋼材も用意した．うろこ状さびが形成された既設鋼材に摩擦接合する場合には，接
合面にエポキシ樹脂系接着剤（以下，接着剤）を用いることも考えた．さらに，既設
鋼材に添加鋼材を接合した試験体の腐食促進試験を行った後に引張試験を行い，すべ
り耐力の経時変化についても検討した． 
 
 
 
 
（a）曝露状況 （b）さび生成状態 
図 5.2 I 形断面桁の曝露状況とさび生成状態 
 
5.2 試験体 
5.2.1 既設鋼材 
既設鋼材を採取した I 形断面桁は，第 4 章で示した A 橋梁の近傍で 32 年間曝露さ
れていたものである．I 形断面桁のウェブから 18 枚，下フランジから 12 枚の既設鋼
材を採取したが，それらの板厚はいずれも 14mm である．採取した既設鋼材はいずれ
も平坦で反りは認められなかった．ウェブから 5 号試験片（JIS Z 2201）を 2 体製作し
た．引張試験と成分分析を行った結果を表 5.1 に示す．材料試験値は試験片 2 体の平
均値を示している．なお，2 体で得られた結果はほぼ同じであった． 
表 5.1 既設鋼材の機械的性質と化学成分 
 
上降伏点
（N/mm2）
下降伏点
（N/mm2）
引張強さ
（N/mm2）
伸び
（％） C Si Mn P S Cu Cr Ni
材料試験値 536 522 591 39 0.09 0.41 0.84 0.009 0.005 0.35 0.49 0.18
SMA490AW
(JIS G 3114） 490～610 15以上
0.18
以下
0.15～
0.65
1.40
以下
0.035
以下
0.035
以下
0.30～
0.50
0.45～
0.75
0.05～
0.30
機械的性質
365以上
鋼材規格
化学成分（mass％）
←保護性さび 
←うろこ状さび 
ウェブ 
下フランジ 
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既設鋼材のさび面の素地調整にはカップブラシ（硬鋼線より型，線径 0.27mm）を用
い，外層の茶褐色のさびを除去し，鋼材に固着した黒色の内層のさびは残すように行
った．素地調整前後の表面状態を図 5.3 に示す．素地調整程度の管理は，目視で行っ
た． 
素地調整後のさび層厚を，電磁膜厚計（LZ－900J）を用いて測定した．各既設鋼材
の測定点は図 5.4 に示す 12 点である．測定したさび層厚の頻度分布を図 5.5 に示す．
素地調整後のさび層の厚さは，ウェブ表面で平均 67.3μm，標準偏差 28.4μm であった．
なお，測定数は 216 点である．うろこ状さびが生成されていた下フランジ下面のさび
層の厚さは，平均 290.0μm，標準偏差 195.7μm であった．測点数は 144 点である．ウ
ェブのさび層厚は，表裏でほぼ同じであるが，下フランジでは上面に比べて下面で厚
いさび層が形成されている． 
 
  
（a）ウェブ材 （b）下フランジ材 
図 5.3 既設鋼材の素地調整前後の状態 
 
 
図 5.4 さび層厚測定位置 
 
前 
後 
前 
後 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 
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⑪ 
⑫ 
⑨ 
⑩ 
ボルト孔 
接合範囲 
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（a）ウェブ材 （b）下フランジ材 
図 5.5 既設鋼材のさび層厚頻度分布 
 
素地調整後のウェブ材のさび面の算術平均粗さ(Ra)を触針式粗さ測定器（小型表面
粗さ測定器：Mitutoyo／SJ-301 0.75mN タイプ）を用いて測定した．測定基準長さは
8mm，測定間隔は 16μm とした．測定位置と測定方向を図 5.6 に示す．ウェブ材の Ra
は 15.5～30.8µm であった．素地調整後のさび層厚と Ra の関係を図 5.7 に示す．図中
には決定係数 R2 も示している．さび層が厚いほど Ra の値も大きい．さび層厚は 40
～100μm 程度，Ra は 15～30μm 程度であり，第 4 章で示した実橋のさび状態と同程度
である．下フランジ材の下面は凹凸が大きいため，レーザー変位計（3 次元形状測定
システム：EMS98AD-3D，レーザー：KEYENCE／LK-080）を用いて算術平均粗さ
(Ra)を測定した．レーザーのスポット径は φ70µm，測定精度は 3µm である．測定長
さは 60mm，測定速度は 2mm/秒とした．測定位置と測定方向は図 5.6 と同じである．
下フランジ下面の Ra は 96.8～254.6µm であった． 
 
図 5.6 表面粗さ測定位置 
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図 5.7 さび層厚と Ra の関係（ウェブ材） 
 
5.2.2 添加鋼材 
添加鋼材は，板厚 14mm，SMA490AW である．鋼材検査証明書に記載された機械的
性質と化学成分を表 5.2 に示す．表面処理は，ブラスト処理または無機ジンク塗装と
した．ブラスト処理の条件を表 5.3 に示す． 
ブラスト処理した添加鋼材の算術平均粗さ(Ra)を測定した．測定基準長さは 2.5mm，
測定間隔は 5μm とした．測定位置と測定方向は図 5.6 と同じである．測定した Ra の
平均値（標準偏差）は 15.9μm（1.5μm）であった．ブラスト処理した添加鋼材の一部
は大気曝露してさび層を形成させた．大気曝露は，法政大学小金井キャンパス内（離
岸距離約 25km）にて平置き状態で行った．曝露期間は，1 ヶ月と 2 ヶ月とした．大気
曝露後は，鋼材表面をカップブラシで素地調整して表層さびを除去し算術平均粗さ
(Ra)を測定した．大気曝露後に測定した Ra の平均値（標準偏差）は 1 ヶ月のもので
7.3μm（1.62μm），2 ヶ月のもので 7.5μm（1.09μm）であり，大気曝露期間による Ra の
違いはほとんど見られないが，ブラスト直後よりも Ra の値は小さくなっている．こ
れは，さび層が形成されたことによるものと考えられる．素地調整後のさび層厚を図
5.4 に示す位置で測定し，さび層厚と Ra の関係を整理した結果を図 5.8 に示す．さび
層厚と Ra にほとんど相関は認められない．ただし，大気曝露期間が長い場合にさび
層が厚くなっている． 
無機ジンクを塗布した添加鋼材の塗膜厚を電磁膜厚計（LJ－900J）で測定した．図
5.9 に示すようにボルト孔近傍の 2 カ所で 5 回測定した．塗膜厚の分布を図 5.10 に示
す．塗膜厚は 60～90μm[10]の範囲にある． 
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R2 =0.659
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表 5.2 添加鋼材の機械的性質と化学成分 
 
 
表 5.3 ブラスト処理条件 
 
 
 図 5.8 さび層厚と Ra の関係（添加鋼材） 
 
 
図 5.9 塗膜厚測定位置（添加鋼材，無機ジンク塗布） 
 
 
図 5.10 塗膜厚分布（添加鋼材，無機ジンク塗布） 
降伏点
（N/mm2）
引張強さ
（N/mm2）
伸び
（％） C Si Mn P S Cu Cr Ni
SMA490AWTMC 389 602 17 0.1 0.21 0.96 0.012 0.003 0.3 0.48 0.1
機械的性質 化学成分（mass％）
鋼材規格
研磨剤
材質 スチールグリッド
種類 GH-4
粒度 0.15～0.50mm
硬さ HV900前後
圧縮空気
圧力 0.7MPa
ノズル
内径 12mm
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0
塗膜厚（μｍ）
平均塗膜厚：73.5μｍ
サンプル数：420
標準偏差：4.28μｍ
① ② 
ボルト孔 
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5.2.3 試験体の形状・寸法と種類 
試験体の形状・寸法を図 5.11 に示す．
ここでは，落橋防止装置の接合に用いら
れることの多い重ね継手を試験体とした．
試験体の種類を表 5.4 に示す． 
WB 試験体は，ウェブから採取した既
設鋼材の保護性さび面をカップブラシで
素地調整した状態に対し，ブラスト処理
した添加鋼材を接合する試験体である．
表中に示すさび厚は，2.1 節および 2.2 節
で測定した値の平均である．添加鋼材を
ブラスト処理した後，さび層が形成され
ないように室内養生した試験体を WB0，
さび層を形成するため 1 か月大気曝露し
た試験体を WB1，2 か月大気曝露した試
験体を WB2 と呼ぶ． 
WZ 試験体は，同じくウェブから採取
した既設鋼材の保護性さび面をカップブ
ラシで素地調整した状態とし，添加鋼材に無機ジンクを塗布した試験体である．既設
鋼材のさび層厚に応じて WZ1～3 と区別した．WB および WZ 試験体には六角高力ボ
ルト F10T-M20 を使用した． 
FZ 試験体は，下フランジから採取した既設鋼材のうろこ状さび面をカップブラシで
素地調整して，無機ジンクを塗布した添加鋼材を接合する試験体である．FZ－A は，
接合面に 2 液常温硬化型エポキシ樹脂系接着剤を塗布したものである．接着剤の物性
[11]を表 5.5 に示す．FZC 試験体は，接合面の状態を FZ 試験体と同じとし，腐食に伴
うすべり耐力の経時変化を調べるための試験体である．FZ および FZC 試験体には耐
候性高力ボルト F10TW-M22 を使用した．M22 を使用した理由は，材料手配の都合で
ある． 
継手試験体の寸法は，すべり係数を 0.50，ボルト軸力を設計ボルト軸力（F10T-M20
は 165kN，F10TW-M22 は 205kN），鋼材の降伏応力を 389N/mm2（添加鋼材のミルシ
ート値）として，すべり/降伏耐力比 β＝0.48 または 0.62 となるように設定した． 
 
 
※（ ）値は下フランジ材を用いた試験体  
図 5.11 試験体の形状・寸法 
添加鋼材 
既設鋼材 
【単位：mm】 
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表 5.4 試験体の種類 
 
【凡例】ウェブ材(W),下フランジ材(F),ブラスト(B),無機ジンク(Z),接着剤無(N),有(A),腐食(C) 
 
表 5.5 接着剤の物性[11] 
 
 
5.2.4 試験体の組立 
試験体の組立においては，所定のボルト軸力を導入するため，ボルト軸平行部の対
称な位置に貼付した 2 枚のひずみゲージでひずみを測定することにより締付け軸力を
管理した．F10T-M20 を用いる場合は，設計ボルト軸力（165kN）の 1 割増しである 182kN
に対応するひずみ 2898μ（ヤング率 2.0×105N/mm2），F10TW-M22 を用いる場合は，設
計ボルト軸力（205kN）の 1 割増しである 226kN に対応するひずみ 3599μ を目標に締
付けを行った．ボルト軸平行部の対称な位置に貼り付けたひずみゲージが引張軸方向
に位置するよう，ボルト頭を押さえながら少しずつ軸力を導入した．ボルトの締付け
は，トルクレンチを用いて行った． 
FZ－A および FZC－A 試験体は，夜間短時間で施工することを想定し，接着剤を接
合面に均等に塗布したあとに接合面同士を万力で密着させ，接着剤がボルト孔に充填
されないよう養生し，接着剤の可使時間内でボルト締め付けを行った．ボルト締め付
け時に接合面からはみ出してくる接着剤は除去した． 
WB0 3 63.7 室内養生 0.0
WB1 3 64.0 1カ月曝露 8.8
WB2 3 64.8 2ヶ月曝露 14.6
WZ1 3 47.2 －
WZ2 3 76.8 －
WZ3 3 95.8 －
FZ－N 3 カップブラシ 272.3 －
FZ－A 3 カップブラシ＋接着剤 251.7 －
FZC－N 3 カップブラシ 303.3 －
FZC－A 3 カップブラシ＋接着剤 332.9 －
無機ジンク
（膜厚75±15μm）
うろこ状
試験体名称 試験体数
既設鋼材 添加鋼材
WZ
無機ジンク
（膜厚75±15μm）FZ
FZC
使用ボルト
F10T-M20
F10TW-M22
さび状態 素地調整 さび厚（μm） 表面処理
さび厚
（μm）
カップブラシ 無機ジンク（膜厚75±15μm）
WB カップブラシ ブラスト(Ra≧10µm)
保護性
主材 エポキシ樹脂
硬化剤 変性ポリアミドアミン
混合比 主材：硬化剤＝9：1（質量比）
可使時間 45分/25℃
硬化時間 16時間/25℃
引張せん断
接着強さ 18～22N/mm
2
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5.2.5 腐食促進試験 
FZC 試験体を短期間で腐食させるため，腐食促進試験を行った．腐食促進試験の方
法は，図 5.12 に示す S6 サイクル試験（JIS K 5621）とし，そのサイクル数は 180 サイ
クル（1080 時間）とした．試験には図 5.13(a)に示す複合サイクル試験機（型式：CC-450IP）
を使用した．腐食促進試験は，試験体のボルト締付け完了から 24 時間経過後に開始し
た．試験体は，接合面に塩水が供給されやすいよう，図 5.13(b)に示すように試験槽内
に立てて設置し，装置内の環境負荷程度のバラツキをなくすため，試験中は 10 日に 1
度程度試験体の配置を換えた． 
腐食促進試験中は，ボルト軸のひずみを測定した．ボルト軸相対ひずみとサイクル
数の関係の例を図 5.14 に示す．ボルト軸相対ひずみは，試験前のボルト軸ひずみで試
験中のボルト軸ひずみを無次元化したものである．図には各試験体の 2 本のボルトで
測定したひずみの平均値を示している．腐食促進後のボルト軸力低下は 5%以内とリ
ラクセーションによる軸力低下の範囲と考えられ，腐食の影響や接着剤有無の違いは
認められない．なお，他の試験体も同じ傾向であることを確認している．腐食促進試
験後の試験体の外観を図 5.15 に示す．耐候性高力ボルトの頭部やナットの減肉がない
程度の腐食であった．そのため，ボルト軸力の低下は小さかったものと考えられる． 
 
 
図 5.12  S6 サイクル（JIS K 5621） 
  
（a）複合サイクル試験機（CC-450IP） （b）試験体の設置状況 
図 5.13 腐食促進試験状況 
塩水噴霧
（5％濃度）
30±2℃
98％
0.5時間
→
湿潤
30±2℃
95％
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→
熱風乾燥
50±2℃
20％
2.0時間
→
温風乾燥
30±2℃
20％
2.0時間
1サイクル
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図 5.14 腐食促進試験中のひずみ変化の例 
 
 
 
 
（a）ボルト頭部側 （b）ナット側 
図 5.15 腐食促進試験後の外観 
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5.3 引張試験 
5.3.1 試験方法 
引張試験は，ボルト軸力のリラクセーションを考慮し，締付け完了から 24 時間後
を目途に行った．FZC 試験体のみ腐食促進試験後（1080 時間後）に行った．引張試験
は，載荷能力 500kN の油圧サーボ式材料試験装置を用いて変位制御で行った．載荷速
度は，0.1mm/min とした．試験体両端部からそれぞれ 100mm までの範囲を試験機のチ
ャックで挟み，すべり発生後ボルトが支圧状態となるまで変位を与えた．測定項目は，
既設鋼材と添加鋼材の相対変位，鋼材側面のひずみ，ボルト軸のひずみである．それ
らの測定位置を図 5.16 に示す．相対変位は，クリップゲージを用いて測定した． 
 
  
（a）全体 （b）側面 
図 5.16 計測位置 
 
5.3.2 試験結果 
(1) すべり耐力の定義 
図 5.17 に荷重－相対変位関係の例を示す．すべり耐力は，荷重－相対変位関係から，
変位が大きくなり荷重が低下したときにすべりが生じたと判断し，そのときの最大荷
重とした．荷重の低下が見られない場合は，文献[12]に従い相対変位 0.2mm のときの
荷重とした． 
図 5.17（a）に示すブラスト後に室内養生した WB0 試験体は，すべり時に小さな音
とともに荷重が低下した．添加鋼材を大気曝露した WB1 と WB2 試験体は，すべり時
↑上側 
↓下側 
添加鋼材 
既設鋼材 
上側 Bolt 
下側 Bolt 相対変位 
ひずみ 
ひずみ 
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に大きな音とともに荷重が低下して相対変位が大きくなった後，ボルトの支圧状態に
移行して荷重が増加した．図 5.17（b）に示す WZ 試験体は，90kN 程度から荷重－相
対変位の傾きが徐々に緩やかになっている．これは，微小なすべりが生じたためと考
えられる．WZ 試験体は，すべて音もなくすべりが生じた．図 5.17（c）と（d）に示
す FZ と FZC 試験体は，荷重－相対変位の傾きが徐々に緩やかになり，どちらも音も
なくすべりが生じた． 
 
  
（a）WB 試験体 （b）WZ 試験体 
  
（c）FZ 試験体 （d）FZC 試験体 
図 5.17 荷重－相対変位関係の例 
 
図 5.18 に荷重－ボルト軸相対ひずみ関係の例を示す．相対ひずみは，試験中のひず
みを試験前のひずみで無次元化したものである．ここではボルト軸左右のひずみの平
均値を示している．いずれの試験体とも，ボルト 2 本の相対ひずみのバラつきは小さ
く，すべり時の相対ひずみは 0.9 程度であり，ボルト軸ひずみの低下は小さい．他の
試験体についても同じ結果が得られた．図 5.19 に荷重－側面ひずみ関係の例を示す．
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ここで示す側面ひずみは，鋼材両側で測定したものの平均値である．いずれの試験体
もすべりは鋼材の弾性範囲で発生しており，鋼材の降伏よりすべりが先行していた． 
第 2 章にて，すべり/降伏耐力比 β が 0.8 の場合，2 面摩擦継手と比較した重ね継手
のすべり耐力は 10%程度低く，降伏耐力は 20%程度低いという実験結果を示し，その
原因がボルト軸ひずみの低下や偏心荷重による板曲げ応力にあることを明らかにした．
また，第 3 章にて，β が 0.6 以下の場合には，ボルト軸ひずみの低下が小さくすべり
が先行するため，重ね継手のすべり耐力は 2 面摩擦継手と同程度になるという結果を
示している．本試験体の β は 0.48 または 0.62 であり，ボルト軸ひずみの低下も小さ
く，図 5.19 に示すように 25%の降伏耐力の低下を考慮してもすべりが先行していたた
め，本試験から求められるすべり係数は 2 面摩擦継手と同程度と考えられる． 
 
  
（a）WZ2－2 （b）FZ－A3 
図 5.18 荷重－ボルト軸相対ひずみ関係の例  
 
  
（a）WZ2－2 （b）FZ－A3 
図 5.19 荷重－側面ひずみ関係の例 
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(2) すべり係数 
引張試験によって得られたすべり耐力から算出したすべり係数を表 5.6 に示す．す
べり係数の算出には，導入ボルト軸力のばらつきを考慮し，試験前のボルト軸力を用
いた．文献[1]，[2]の値は，文献に示されていた試験体のすべり/降伏耐力比β，既設
鋼材の素地調整方法，素地調整後のさび厚，算術平均粗さ(Ra)から，本試験の条件と
同程度の条件と判断した試験結果を示している． 
WB0，WB1，WB2 試験体のすべり係数の平均は，0.55，0.47．0.43 と大気曝露期間
が長くなるに従って低下している．WZ1，WZ2，WZ3 試験体では，WZ1－3 試験体を
除くとすべり係数がほぼ同じである．FZ－N 試験体のすべり係数の平均が 0.28 である
のに対し，FZ－A 試験体のすべり係数の平均は 0.45 と高くなっているが，各試験体の
すべり係数のばらつきは大きい．FZC－N 試験体のすべり係数の平均は 0.27 であり，
腐食促進試験前の FZ－N 試験体と同程度である．FZC－A 試験体のすべり係数の平均
は 0.51 であり，腐食促進試験前の FZ－A 試験体の 0.45 よりも高くなっており，各試
験体のすべり係数のばらつきも小さい．これらのすべり係数の違いについては 5.4 節
で考察する． 
表 5.6 引張試験の結果 
 
【凡例】ウェブ材(W),下フランジ材(F),ブラスト(B),無機ジンク(Z),接着剤無(N),有(A),腐食(C) 
さび厚（μm） Ra（μm）
EB1-上 22.8 7.3 ― ― 377.8 222.4 0.42
EB1-下 25.0 7.3 ― ― 389.4 245.3 0.40
EP1-上 23.8 7.3 179.5 ― 528.0 221.1 0.60
EP1-下 25.0 7.3 163.0 ― 519.6 238.0 0.55
wG-nB-1 60.0 12.1 ― 7.1 355.5 211.3 0.42
wG-nB-2 75.6 14.8 ― 6.6 357.0 210.5 0.42
wG-nB-3 65.1 6.5 ― 6.4 384.2 221.4 0.43
wG-nP-1 88.7 15.5 69.4 ― 302.9 207.7 0.37
wG-nP-2 68.8 7.3 60.8 ― 434.4 220.1 0.49
wG-nP-3 69.8 7.5 56.5 ― 384.7 215.6 0.45
WB0-1 66.5 19.9 ― 15.9 211.0 180.5 0.58
WB0-2 73.4 27.9 ― 16.0 198.6 186.5 0.53
WB0-3 51.1 18.7 ― 15.7 197.2 182.4 0.54
WB1-1 59.6 19.0 10.0 8.6 163.4 181.4 0.45
WB1-2 67.5 24.4 8.0 6.7 166.4 181.3 0.46
WB1-3 65.0 23.1 8.4 6.6 185.1 181.2 0.51
WB2-1 56.4 21.7 11.4 6.8 133.3 178.4 0.37
WB2-2 65.8 22.0 17.4 8.4 168.6 179.6 0.47
WB2-3 72.3 24.4 15.0 7.4 158.6 177.4 0.45
WZ1-1 45.3 22.1 66.5 ― 124.2 179.6 0.35
WZ1-2 47.5 15.5 74.0 ― 127.3 204.6 0.31
WZ1-3 48.9 20.0 87.5 ― 152.8 125.4 0.61
WZ2-1 76.9 20.5 64.5 ― 119.7 176.1 0.34
WZ2-2 75.5 27.4 72.0 ― 129.2 177.3 0.36
WZ2-3 78.1 24.0 64.0 ― 129.0 175.1 0.37
WZ3-1 94.7 24.7 64.0 ― 144.5 177.1 0.41
WZ3-2 100.2 30.8 62.5 ― 115.8 174.8 0.33
WZ3-3 92.5 28.1 64.5 ― 123.9 185.6 0.33
FZ-N1 300.7 152.8 76.5 ― 117.2 209.8 0.28
FZ-N2 290.6 206.2 85.5 ― 118.1 204.2 0.29
FZ-N3 225.5 106.9 86.5 ― 113.3 211.4 0.27
FZ-A1 168.6 96.8 86.5 ― 216.5 212.3 0.51
FZ-A2 330.9 188.5 83.5 ― 144.9 207.0 0.35
FZ-A3 255.5 193.6 72.0 ― 202.9 213.0 0.48
FZC-N1 328.2 191.3 81.0 ― 125.8 238.7 0.26
FZC-N2 398.0 254.6 77.3 ― 135.4 242.1 0.28
FZC-N3 183.6 164.7 70.3 ― 139.7 249.6 0.28
FZC-A1 394.1 248.2 72.0 ― 243.4 235.6 0.52
FZC-A2 325.0 211.0 71.3 ― 221.2 213.7 0.52
FZC-A3 279.7 183.1 69.8 ― 246.0 241.3 0.51
すべり係
数平均
μ1_ave
0.43
0.42
0.36
0.36
素地調整後
すべり
係数
μ1
添加鋼材 すべり耐
力
（kN）
さび厚・塗
膜厚（μm）
無機ジンク
＋接着剤
0.47
ブラスト
＋室内養生
ブラスト
+1ヶ月曝露
電動ワイ
ヤブラシ
（カップ
ブラシ）
うろこ状
無機ジンク
文献[1]
0.27
0.51
0.28
0.45
無機ジンク
電動ワイ
ヤブラシ
ブラスト
保護性
Ra（μm）
ブラスト
無機ジンク
無機ジンク
無機ジンク
無機ジンク
＋接着剤
表面処理
試験前ボ
ルト軸力
N1
（kN）
0.41
0.57
0.43
0.43
0.55
ブラスト
+2ヶ月曝露
素地調整
既設鋼材
試験体
名称
保護性
保護性
さび状態
文献[2]
電動ワイ
ヤブラシ
（ベベル
ブラシ）
本研究
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(3) 試験後の接合面の状態 
試験後に試験体を解体して露呈した接合面の例を図 5.20 に示す．図の左側に既設鋼
材，右側に添加鋼材を示している．図 5.20（a）に示す添加鋼材をブラスト処理した
WB0 試験体は，さびが添加鋼材に付着して，すべり時にさび層を削りとった形跡が見
られる．そのため，この試験体のすべりはさび層の凝集破壊によって生じたと判断さ
れる．なお，この破壊形態は，文献[1,2]で観察されたものと同じである．図 5.20（b）
に示す添加鋼材にもさび層が形成されている WB2 試験体の場合は，それぞれの鋼板
にすべり跡が見られることから，接合面同士の界面破壊によってすべりが生じたと判
断される． 
図 5.20（c）に示す添加鋼材の表面に無機ジンクを塗布した WZ1 試験体は，既設鋼
材に無機ジンクが付着し，添加鋼材の素地が見えている．したがって，無機ジンク層
と添加鋼材の界面破壊と判断される．図 5.20（d）に示す既設鋼材の表面粗さが大き
い WZ3 試験体も同じ破壊形態であるが，ボルト孔周りで無機ジンクの残っている箇
所が WZ1 試験体よりも比較的多いことから，さび層表面の凸部での部分的な接触状
態であったと考えられる． 
図 5.20（e）に示す既設鋼材の凹凸が大きい FZ－N 試験体は，既設耐候性鋼材に無
機ジンクが付着しており．添加鋼材の素地が見えていることから，無機ジンク層と添
加鋼材の界面破壊と判断される．添加鋼材のボルト孔周りの無機ジンクが WZ 試験体
よりも多く残っており，既設鋼材のさび層の表面凹凸が大きい状態が顕著である．図
5.20（f）の FZC－N 試験体は，接合面内の腐食が進んでいるが，添加鋼材の素地が所々
で見られることから，無機ジンク層と添加鋼材の界面破壊と判断される． 
図 5.20（g）～（i）に示す接合面に接着剤を塗布した FZ－A 試験体は，接合面の全
域でさび層または接着剤層の凝集破壊が認められる．接合面の上下端部のさび層の凝
集破壊は，引張試験時の面外曲げの影響でさび層が剥がれて接着剤に付着したものと
考えられる．すべり係数が 0.35 となった FZ－A2 試験体は，特にさび層の凝集破壊の
範囲が広い．図 5.20（j）～（l）に示す腐食促進試験した FZC－A 試験体においても，
接合面の全域でさび層または接着剤層の凝集破壊が認められる．なお，接着剤層での
凝集破壊の判断は，目視および触診にて行った．破壊面の近接状況の例を図 5.21 に示
す．腐食に伴う接合面の変化については，FZC－N 試験体の接合面は腐食していたが
FZC－A 試験体は腐食していない．FZC－A 試験体は，接着剤により接合面の凹凸に
よる隙間が埋められ，接合面内に水や酸素が供給されなくなったため，腐食が進行し
なかったと考えられる． 
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（a）WB0－2 （b）WB2－2 （c）WZ1－1 
   
（d）WZ3－3 （e）FZ－N3 （f）FZC－N2 
   
（g）FZ－A1 （h）FZ－A2 （i）FZ－A3 
   
（j）FZC－A1 （k）FZC－A1 （l）FZC－A3 
図 5.20 引張試験後の接合面の状態の例（左：既設鋼材，右：添加鋼材） 
 
 
さび付着 
すべり跡 すべり跡 ジンク付着 鋼材素地 
ジンク 
ジンク付着 鋼材素地 
鋼材素地 
下端 
さび層 接着剤層 
上端 上端 
下端 さび層 
上端 
下端 
さび層 
接着剤層 
上端 
下端 
接着剤層 さび層 
上端 
下端 
接着剤層 さび層 
上端 
下端 
さび層 接着剤層 
88 
 
  
（a）既設鋼材すべり面（FZC－A1） （b）添加鋼材すべり面（FZC－A1） 
図 5.21 接着剤を塗布した試験体のすべり面の近接状況の例 
 
5.4 すべり耐力の影響因子と経時変化 
5.4.1 添加鋼材の表面粗さとさび層厚がすべり耐力に与える影響 
添加鋼材の表面処理をブラスト処理とした場合の表面粗さがすべり係数に与える
影響を明らかにする目的で，WB0 試験体と文献[2]の試験結果を比較した結果を図 5.22
に示す．文献[2]の添加鋼材よりも算術平均粗さ(Ra)を大きくした WB0 試験体の方が
すべり係数が高い．先述のように，これらの試験体ではさび層の凝集破壊によりすべ
りが生じた．ここで用いた WB0 試験体の添加鋼材（ブラスト面）の算術平均粗さ(Ra)
は，図 5.22 に示すように文献[2]で用いられた添加鋼材よりも大きい．さび層の凝集破
壊によりすべりが生じたことから，添加鋼材のブラスト面に比べて，既設鋼材のさび
層は軟らかいと考えられる．添加鋼材の表面が粗いほどブラスト面がさび層に食い込
むことになると予想されるため，表面の粗い WB0 試験体の方がすべり係数が高くな
ったものと考えられる． 
 
図 5.22 すべり係数とブラスト処理面の Ra の関係 
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WB シリーズの試験体（WB0，WB1，WB2）の引張試験より求めたすべり係数と添
加鋼材のさび層厚の関係を図 5.23 に示す．図中には決定係数 R2 を示した．さび層の
ない WB0 試験体に比べて，さびを有する WB1 と WB2 試験体ですべり係数が低く，
さび層が厚い方がすべり係数が低くなる傾向が認められる．先述のように，WB0 試験
体ではさび層の凝集破壊によってすべりが生じたが，WB1 と WB2 試験体では既設鋼
材と添加鋼材のさび層間表面の界面破壊によってすべりが生じている．これらのこと
は，さび層がある場合には，さび層の凝集破壊よりもさび層間の界面破壊の方が生じ
やすいことを意味しているものと考えられる．さび層間の界面破壊でさび層が厚い場
合にすべり係数が低くなる原因の一つに添加鋼材のさび層表面の粗さが考えられる．
図 5.24 に WB1 と WB2 試験体で得られたすべり係数と添加鋼材のさび層表面の算術平
均粗さ(Ra)の関係を示す．すべり係数と Ra には規則的な関係は認められない． 
以上のことから，添加鋼材の表面処理をブラスト処理とした場合，その表面粗さが
大きいほうがすべり係数が高くなると考えられる．ただし，添加鋼材の表面にさび層
がある場合，その表面粗さがすべり係数に与える影響は小さいと考えられる．これは，
ブラスト面のような硬い面とさび層のような比較的軟らかい面では，表面粗さがすべ
り係数に及ぼす影響が異なることを意味しているとも考えられる． 
 
  
図 5.23 すべり係数と添加鋼材の 
さび層厚の関係  
図 5.24 すべり係数とさび層の Ra の関係  
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5.4.2 既設鋼材のさび状態がすべり耐力に与える影響 
添加鋼材の表面に無機ジンクを塗布した場合を対象に，既設鋼材のさびの状態がす
べり耐力に与える影響について検討する．図 5.25 はすべり係数と既設鋼材のさび層厚
の関係を示している．図中には，文献[2]の結果も示している．既設鋼材のさび層が厚
いほどすべり係数が低い傾向が認められるものの，両者の相関は低い．すべり係数と
既設鋼材の算術平均粗さ(Ra)との関係を整理した結果を図 5.26 に示す．Ra が大きいと
すべり係数が低い傾向が認められるものの，これも両者の相関は低い． 
図 5.25 と 26 に示したように WZ1－3 試験体のみすべり係数が高い．その理由とし
て，無機ジンクの塗膜厚があると考えられる[2]．そこで，すべり係数と無機ジンクの
塗膜厚の関係を整理した．その結果を図 5.27 に示す．図中には，文献[1]と[2]に示さ
れている結果も示している．WZ1－3 試験体のみ塗膜厚管理値[10]の上限値（90μm）
の塗膜厚であり，他の WZ 試験体と比べて塗膜が厚い状態であった．文献[1]と[2]で
得られた結果も含めて考えると，さび層厚が薄く塗膜が厚い場合に，すべり係数が高
くなっている．文献[1]では無機ジンク層の凝集破壊が生じたと報告されており，先述
のように，既設鋼材のさび層厚や表面粗さ(Ra)とすべり係数の相関が低いことから，
塗膜厚がすべり耐力に影響した可能性があると考えられる． 
以上のことを踏まえると，既設鋼材の素地調整後のさび状態が本試験範囲（さび層
厚：45～100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）であれば，さびの状態の違いがすべり耐
力に与える影響は小さいと考えられる．添加鋼材の表面処理が無機ジンクの場合，文
献[1]，[2]の結果や本試験結果から，すべり耐力に影響する因子は添加鋼材の無機ジン
クの塗膜厚にある可能性がある． 
  
図 5.25 すべり係数と既設鋼材の 
さび層厚の関係  
図 5.26 すべり係数と既設鋼材 
の Ra の関係  
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図 5.27 すべり係数と添加鋼材の塗膜厚の関係 
 
5.4.3 接着剤がすべり耐力に与える影響 
引張試験の結果から，うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した状態に対して
摩擦接合する際には，接着剤を塗布することが有効と考えられる．図 5.20 に示したよ
うに，すべり係数が 0.51 程度であった試験体（FZ－A1，FZC－A1～3 試験体）では，
接合面のほとんどで接着剤層の凝集破壊が生じていた．このような状態から，既設鋼
材の凹部に充填された接着剤層がすべりに抵抗したと考えられる．文献[13]では，接
合面に接着剤を塗布した接着剤併用継手の引張試験においても，通常の高力ボルト摩
擦接合継手と同様に，荷重の増加に伴い連結板の相対変位が増加し，その後，明瞭な
音の発生とともに荷重が低下した．その際，発生する相対変位量についても，大きな
差異が認められていない．そのため，接着剤併用継手のすべり耐力は，接着剤のせん
断強度に影響すると考えられる．そこで，引張試験結果のうちすべり係数が 0.51 の場
合について，継手部の接着剤のせん断強度を文献[13]と同様に式(1)で算出した． 
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算出したせん断強度は，カタログ値（18～22N/mm2）に近い値となっている．この
ことから，接合面の凹部に接着剤が十分に充填された場合，接着剤層がすべりに抵抗
するためすべり係数が高くなると考えられる．そして，すべり係数は接着剤のせん断
強度に依存すると考えられる．また，破壊形態が同じであった FZ－A1，FZC－A1～3
試験体を比較すると，腐食促進試験後においても同程度のすべり係数であるため，腐
食に伴うすべり耐力の変化は認められない． 
一方，FZ－A2 試験体では，接合面のほとんどでさび層の凝集破壊が発生し，すべ
り係数が低くなった．すべり係数 0.35 の場合について，接着剤のせん断強度を式(1)
と同じように算出すると 11N/mm2 である．カタログ値と比較して低いことから，この
せん断強度はさび層のせん断強度とも考えられる．このような破壊形態の違いが生じ
る原因は，うろこ状さび面の素地調整が不十分で，はがれやすい浮きさびが残存して
いた可能性が考えられるが，今後より詳細に検討する必要がある． 
 
5.5 まとめ 
本章では，既設耐候性鋼材の外層さびをカップブラシで除去して内層さびを残した
状態に対し，ブラスト処理したあるいは無機ジンクを塗布した添加鋼材を摩擦接合し
た継手のすべり係数を明らかにする目的で，重ね継手の引張試験を行った．そして，
添加鋼材の表面粗さや既設耐候性鋼材のさびの状態がすべり耐力に与える影響につい
て検討した．うろこ状さびが生成されている既設耐候性鋼材に摩擦接合する場合には，
接合面に接着剤を用いることの効果についても検討した．さらに，試験体を腐食促進
してから引張試験を行い，すべり耐力の経時変化を調べた．ここで得られた主な結果
は以下のとおりである． 
 
(1) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：64μm 程
度，Ra：19～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）した添加鋼材
を摩擦接合した継手のすべり係数の平均は 0.55 であった．文献[2]の結果と比較す
ると，添加鋼材の表面粗さが大きいほうがすべり耐力が高いという結果が得られ
た．添加鋼材にブラスト処理を行った後に大気曝露してさび層を形成させると，
さび層形成前の添加鋼材を用いた場合に比べてすべり係数が低くなった．また，
大気曝露期間を長くするとすべり係数が低くなる傾向が認められた． 
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：45～
100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材（塗
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膜厚：60～90μm）を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.31～0.61 であった．既設
耐候性鋼材のさび層厚や表面粗さがすべり耐力に与える影響は小さいが，添加鋼
材の無機ジンクの塗膜厚がすべり耐力に影響する可能性がある． 
(3) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材に対し，無機ジン
クを塗布した添加鋼材を摩擦接合した継手のすべり係数の平均は 0.28 であった．
うろこ状さび面は素地調整後も表面凹凸が大きく，接触状態が不均一なためすべ
り耐力が低い．接合面の凹凸から，水や酸素が供給されると接合面が腐食するが，
ボルト頭やナットに減肉が生じない程度の腐食であればすべり耐力に与える影響
は小さい． 
(4) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した後に接着剤を塗布した既設耐候性
鋼材に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材をボルト接合した接着剤併用継手の
すべり係数は 0.35～0.52 であった．すべり耐力には，接着剤のせん断強度が影響
する．うろこ状さび面の素地調整程度によってはさび層の凝集破壊が生じ，すべ
り耐力が低くなる可能性がある．接合面に接着剤を塗布することで，水や酸素の
供給を遮断するため，接合面は腐食しない．腐食促進試験後もすべり耐力の変化
は認められなかった． 
 
 添加鋼材表面に形成されたさび層がすべり耐力に与える影響，添加鋼材の表面に無
機ジンクを塗布した場合の塗膜厚とすべり耐力の関係，既設耐候性鋼材のうろこ状さ
び面への素地調整程度が接着剤を塗布する継手のすべり耐力に与える影響については，
今後より詳細に検討する必要があると考えている． 
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第 6 章 既設耐候性鋼橋に設置する落橋防止装置の耐力評価法と照査例 
 
6.1 はじめに 
 本章では，第 2 章，第 3 章で得られた結果に基づいて重ね継手の耐力評価法を
示すとともに，第 5 章で得られた結果に基づき，既設耐候性鋼橋に落橋防止装置
を設置することを想定した重ね継手の設計に用いるすべり係数を提示する．これ
らを組み合わせることにより、重ね継手の耐力評価法を提示するとともに，それ
を用いた照査例を示した．また，既設耐候性鋼橋梁に重ね継手を適用する際の接
合面状態に応じたすべり係数を用いた設計および施工上の留意点をまとめた．  
 
6.2 高力ボルト重ね摩擦接合継手の耐力評価法 
6.2.1 重ね摩擦接合継手のすべり耐力評価法 
重ね摩擦接合継手のすべり耐力の照査は，式(1)を用いて行う．  
NmnμφPP sSLa  (1) 
Pa    ：想定される作用力，PSL  :すべり耐力  
φs    ：すべり耐力補正係数  
（β≦0.6 の場合 1.0，0.6＜β≦0.8 の場合 0.9，0.8＜β の場合 0.8）  
β      ：すべり /降伏耐力比  
μ ：接合面処理に対応した 2 面摩擦継手のすべり係数の推奨値 [1] 
n ：継手に使用したボルトの本数  
m    ：摩擦面の数（重ね継手の場合 m=1），N  ：設計ボルト軸力  
 
すべり耐力を算定する式 (1)において，β の値に応じてすべり耐力の低下を考慮
するため，すべり耐力補正係数を乗じることとした．第 2 章と第 3 章での検討よ
り，重ね継手のすべり耐力を 2 面摩擦継手と比較した場合，β が 0.6 以下の場合は
同程度であったが，0.6<β≦0.8 の場合に 10%程度，0.8＜β の場合に 20%程度低下
する結果が得られたためである．なお，通常の重ね継手の設計で想定される板厚
においては，偏心量がすべり耐力に与える影響は小さいため，その影響は考慮し
ないこととした．すべり耐力の算定に用いるすべり係数は，接合面処理に対応し
た 2 面摩擦継手のすべり係数の推奨値 [1]を用いることとした．第 2 章で実施した
接合面に無機ジンクリッチペイントを塗布した 2 面摩擦継手の引張試験において，
96 
 
7 体すべての試験体ですべり係数 0.6 以上が得られたことを踏まえ，適切にすべり
/降伏耐力比 β を評価するためである．  
 
6.2.2 重ね摩擦接合継手の降伏耐力評価法 
重ね摩擦接合継手の降伏耐力の照査は，式 (2)を用いて行う．  
sykytya fAφPP  (2) 
Pty：降伏耐力，A :母板の純断面積， fsyk：鋼材の強度の特性値 [2] 
φy  ：降伏耐力補正係数  
（偏心荷重の影響を受ける場合 0.75，受けない場合 1.0 を用いる）  
 
重ね継手の降伏耐力の算定において，偏心荷重の影響を考慮する場合には，降
伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じることとした．第 2 章と第 3 章での検討より，β が
0.8 以上の重ね継手では，β の値によらず，降伏耐力が 2 面摩擦継手よりも 20～25%
程度低下したためである．文献 [3]に示されているように，実構造物における部材
の剛性や変形に対する拘束が，試験体と比べて大きい場合には考慮する必要がな
いと考えられる．  
 
6.3 既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト重ね摩擦接合継手のすべり係数 
 第 5 章で得られた結果より，既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト重ね摩擦接合
継手の接合面処理とすべり係数の推奨値を以下のとおり提示する．なお，以下に
示すすべり係数はすべり /降伏耐力比 β が 0.6 以下となるすべり先行型の重ね摩擦
接合継手を対象としている．  
(1) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：64μm
程度，Ra：18～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）した添
加鋼材を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.50 を推奨値とする．  
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：45
～100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材
（塗膜厚：60～90μm）を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.30 を推奨値とす
る．  
(3) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した後に接着剤（せん断強度：18
～22N/mm2）を塗布した既設耐候性鋼材に対し，無機ジンク（塗膜厚：60～90μm）
を塗布した添加鋼材をボルト接合した接着剤併用継手のすべり係数は 0.35 を
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推奨値とする．  
第 5 章では，既設耐候性鋼橋表面にうろこ状さびが形成されている場合に接着
剤を用いない継手のすべり係数も検討したが，腐食促進試験の結果，接合面の凹
凸から水や酸素が供給され，接合面内での腐食が進行した．そのため，うろこ状
さびが形成されている場合は，接着剤を併用した継手とすることを基本とした．  
6.2.1 項で提示したように，重ね摩擦接合継手のすべり /降伏耐力比 β が 0.6 より
大きい場合のすべり耐力は，式 (1)のとおりすべり耐力補正係数 φs を乗じて算定す
ることとする．  
以上のことを踏まえて整理した，既設耐候性鋼橋に用いる重ね継手の接合面処
理とすべり係数の一覧を表 6.1 に示す．β が 0.6 より大きい場合は，すべり耐力補
正係数 φs を乗じた値を示している．なお，既設鋼材に接着剤を塗布する場合は，β
の影響を受けるか明らかでないため，適用範囲は β≦0.6 のみとする．  
 
表 6.1 既設耐候性鋼橋に用いる重ね継手の接合面処理とすべり係数一覧（案）  
 
 
6.4 既設耐候性鋼橋の落橋防止装置接合部の耐力評価法 
 6.2 節，6.3 節を組合せることにより，既設耐候性鋼橋に落橋防止装置を設置す
る際の重ね継手接合部の耐力を評価することができる．照査手順を図 6.1 に示す． 
 作用荷重の算定については，6.5.1 項で示す．落橋防止装置の型式の選定は，文
献[4]に示されている標準図を参考とすることとする．そして，既設耐候性鋼橋側
の接合部材を選定し，さび状態を把握する．  
 接合部は，すべり耐力と既設部材の降伏耐力を評価し，作用力に対して十分な
強度を有しているか照査する．すべり耐力は，表 6.1 に示す β が 0.6 以下の場合の
すべり係数 μ（すべり耐力補正係数 φs=1.0）を用いて算定する．既設部材の降伏耐
力は，偏心荷重の影響を受ける場合，降伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じて算定する．
それぞれの耐力が満足すれば，すべり /降伏耐力比 β を算定して 0.6 以下であるか
添加鋼材
さび厚 算術平均粗さ(Ra)
β≦0.6 0.50
0.6<β≦0.8 0.45
0.8<β 0.40
β≦0.6 0.30
0.6<β≦0.8 0.27
0.8<β 0.24
③ 2 カップブラシ＋接着剤 165～400μm程度 ―
無機ジンク
（膜厚75±15μm） β≦0.6 0.35
ブラスト
(Ra≧10µm)
無機ジンク
（膜厚75±15μm）
①
継手
種別
②
表面処理
3以上 カップブラシ
15~30μm程度
18~28μm程度
すべり/降伏
耐力比β
すべり
係数μ
既設鋼材
60μm程度
45~100μm程度
内層さび外層さび
評点 素地調整
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照査する．β≦0.6 であれば照査完了とする．β が 0.6 より大きい場合はすべり耐力
の低下 10%あるいは 20%を考慮して再度すべり耐力を算出し，作用力より大きい
か照査する．すべり耐力が満足すれば照査完了とする．  
なお，「鉄道構造物等設計標準 鋼・合成構造物（以下，鋼標準）[2]」では，作
用力や耐力に安全係数を乗じて照査するが，地震時の照査では安全係数を 1.0 とし
ている．落橋防止装置の接合部の照査は，地震時の照査であるため，安全係数は
1.0 として考える．そのため，6.2.1 項および 6.2.2 項に従い耐力評価を行うことが
できる．  
 
  
図 6.1 本研究で提示する落橋防止装置接合部の照査フロー  
 
照査開始  
作用荷重 Pa の算定 
接合面の処理，すべり係数 μ の設定  
落橋防止装置の型式の選定 [4] 
β=PSL/P t y の算出  
β≦0.6 
既設部材の降伏耐力（P t y）の算出  
照査完了 
OK 
NG 
Pa < P t y 
すべり耐力補正係数 φs＝1.0 を設定 降伏耐力補正係数 φy の設定 
すべり耐力（PSL）の算出  
 
Pa < PSL 
OK OK 
NG NG 
接合部材の選定とさび状態の把握  
すべり耐力補正係数 φs の設定 
すべり耐力（PSL）の算出 
Pa < PSL 
  
OK 
NG 
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6.5 落橋防止装置接合部の耐力照査例 
図 6.2 に示す耐候性鋼鉄道橋に対する耐震補強として，図 6.3 に示すように主桁
の下フランジまたはウェブに対して，標準的な落橋防止装置[4]を設置する場合の
接合部の照査を，鋼標準に従った場合と，本研究で提示した耐力評価法に従った
場合のそれぞれについて示す．  
 
 
6.5.1 作用荷重 
落橋防止装置は，大規模地震に対して下部工頂部から桁が完全に逸脱するのを
防止する目的で取り付ける．そのため，落橋防止装置の設計に用いる作用荷重は
式(3)によることを標準とする [4]． 
Pa=（Rd+RL）／n (3) 
   Pa  ：作用荷重  
   Rd ：死荷重反力（桁が連続している場合は，荷重の大きい桁の反力）  
   RL ：列車荷重反力（桁が連続している場合は，荷重の大きい桁の反力）  
    n ：落橋防止装置として働く個数 
  
図 6.3 落橋防止装置の設置状況  
図 6.2 裸仕様の耐候性鋼鉄道橋の例  
450
19
9
13
50
900
13
50
19
【断面図】 【側面図】 
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例えば，図 6.2 に示した支間 24.4（m）の上路プレートガーダ （ー鋼直結軌道式）
の耐候性鋼鉄道橋で算定すると，死荷重（Rd）が 520kN，地震時列車荷重（RL）
が 868kN となる．支点が 4 基であることから，落橋防止装置として働く個数 n は
4 基となる．よって，落橋防止装置の設計に用いる作用荷重は，以下のとおり算定
できる．  
  Pa=（520kN＋868kN）／4＝347kN 
 
 以降の照査例においては，この作用荷重を用いて照査する．作用荷重より，落
橋防止装置の型式を文献[4]から選定すると，図 6.4 に示す適用範囲が 350kN まで
の型式を用いることができる．  
 
図 6.4 落橋防止装置の型式の例 [4] 
 
  
材 料 表  
 種別 寸法 数量 重量 kg 材質 備考 
PL 300×22 400 1 21 SS400  
PL 360×22 253 2 31 SS400  
PL 120×22 90 4 5 SS400 70% 
ピン  46 260 1 6 S35CN Wナット座金付 
HTB M24  6  F10T ナット座金付 
鋼管 101.6×4.2 40 1  SGPW  
鋼管 27.2×2.8 93 1  SGPW  
ﾜｲﾔｰ  33.5  1  IWRC  
合計 63kg 
注) 
1. 適用範囲は死荷重と衝撃を含まない列車荷重の合計が 1 沓当たり
350kN までとする．  
2. 特記なき材質は全て SS400 とする． 
3. ワイヤー以外の露出面は全て塗装仕上げとする．ワイヤー部分は必要
により防錆・防食処理を施す． 
4. ガス管はワイヤーロープとピンの間にセットし，ワイヤーロープの曲
げ半径を確保する． 
5. ピン用孔の直径は 46.5 とする． 
6. 後から溶接するピン用リブの中央部で K 型溶接ができない部分はレ型
の裏波溶接としてよい． 
7. リブの C10 はリブ内側のワイヤーが引張られる側の半分について行
う． 
8. ピンのネジはＭ42 であるが座金はＭ45 用を使用すること． 
 
S=1/5
落橋防止工　(DN-35）
25
3
27
5
R95
46.5
22
CL
95
15
8
25
20 360 20
400
30
0
HTBM24
F10T
56
90
44
90
50
88
25
65
56
50
63
400
22 65 65 63
50 150 150 50
a
丸みを
つける
a部詳細
C10
M
42
鋼管 101.6×4.2
鋼管 27.2×2.8
S35CN
ピン部
260
9483 83
4051
M45用
1種
3種
※アイ部の数値は下限値．これより大きくて良い．
(　)内は参考値．
IWRC 6×Fi(29)B種メッキ
L
L1
(160)
210
10
2
ワイヤーロープ( 33.5)
22
18
0
ピン 鋼管
F.P
CL
7
90
C10
50
22 22 90
12
0 95
25
200 50
300
44
25
65
22
22
22
(160)
210
7 34 25
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6.5.2 鋼標準に従った照査例 
(1) 設計条件 
設計条件は以下のとおりとする．  
 作用荷重：Pa=347kN 
 安定性（地震時）の照査のため，安全係数はすべて 1.0 とする [2]． 
 接合面の表面処理は，表 6.1 に示すすべり係数が 0.4 以上の継手種別①に限
り，すべり係数 μ は 0.4 とする．  
 下フランジ面の外層さびの状態は，評点 3 以上の正常，または評点 2 のうろ
こ状さびが形成されている場合を想定する．  
 ウェブ面の外層さびの状態は評点 3 以上の正常なさびが形成されている場
合を想定する．  
 既設鋼材強度の特性値[2]：既設鋼材（SMA400）の強度の特性値 fsyk として，
フランジは 235N/mm2（ t=19），ウェブは 245N/mm2（ t=9）を用いる．  
 既設鋼材の照査断面における純断面積  
既設鋼材の照査断面は，図 6.4 に示す添加部材幅として安全側に算定する． 
【フランジ】Af=300×19－（2×26.5×19）＝4693mm2 
【 ウ ェ ブ 】Aw=300×9－（2×26.5×9）＝2223mm2 
 
(2) 耐力の照査 
①  すべり耐力の照査（n：ボルト本数，m：摩擦面数）  
P ju＝μN=0.40×238kN=95.0N 
PSL=P ju・n・m=95.0×6×1= 570kN > Pa=347kN・・・【OK】  
 
②  既設鋼材の降伏耐力の照査  
【フランジ】P ty_f=Af・ fsyk =4693×235 = 1102kN > Pa=347kN・・・【OK】  
【 ウ ェ ブ 】P ty_w=Aw・fsyk= 2223×245 = 544kN > Pa=347kN・・・【OK】  
 
6.5.3 本研究で提示した耐力評価法に従った照査例 
(1) 設計条件 
 接合面の表面処理とすべり係数は，表 6.1 に示すとおりとする．  
 その他の条件は 6.5.2 項と同じとする． 
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(2) 耐力の照査 
①  すべり耐力の照査（n：ボルト本数，m：摩擦面数）  
表 6.1 の接合面処理ごとのすべり係数を用いて，すべり耐力を照査する．ここで
は，あらかじめ表 6.1 で提示したすべてのケースですべり耐力を算定する．  
 すべり耐力 PSL1（β≦0.6，継手種別①）  
P ju1＝μN=0.50×238kN=119kN 
PSL1＝P ju1×n×m=119kN×6×1＝714kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL2（β≦0.8，継手種別①）  
P ju2＝μN=0.45×238kN=107kN 
PSL2＝P ju2×n×m =107kN×6×1＝642kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL3（0.8＜β，継手種別①）  
P ju3＝μN=0.40×238kN=95.0kN 
PSL3＝P ju3×n×m =95.2kN×6×1＝570kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL4（β≦0.6，継手種別②）  
P ju4＝μN=0.30×238kN=71.4kN 
PSL4＝P ju4×n×m =71.4kN×6×1＝428kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL5（β≦0.8，継手種別②）  
P ju5＝μN=0.27×238kN=64kN 
PSL5＝P ju5×n×m =64kN×6×1＝384kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
 
 すべり耐力 PSL6（0.8＜β，継手種別②）  
P ju6＝μN=0.24×238kN=57kN 
PSL6＝P ju6×n×m =57kN×6×1＝342kN < Pa＝347kN・・・【NG】  
 
 すべり耐力 PSL7（β≦0.6，継手種別③）  
P ju7＝μN=0.35×238kN=83kN  
PSL7＝P ju7×n×m =83kN×6×1＝498kN > Pa＝347kN・・・【OK】  
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②  降伏耐力の照査  
 落橋防止装置をフランジに設置する場合は，ウェブの拘束で面外変形が生じな
いと考えられるが，ウェブに設置する場合は，面外変形が生じやすいと考えられ
る．そのため，ウェブの降伏耐力は降伏耐力補正係数 φy=0.75 を乗じて算定する． 
【フランジ】P ty_f= Af・fsyk =4693×235 = 1102kN > Pa=347kN・・・【OK】  
【 ウ ェ ブ 】P ty_w=φy・Aw・fsyk= 0.75×2223×245 = 408kN > Pa=347kN・・・【OK】  
 
③  すべり /降伏耐力比 β の照査とすべり耐力の再照査  
＜フランジに接合する場合＞  
 継手種別①  
β=PSL1/P ty_f= 714kN / 1102kN = 0.65 ＞  0.6 
0.6＜β≦0.8 であるため，すべり耐力の低下 10%を考慮した PSL2 が作用荷重（Pa）
に対して十分な耐力を有しているかを再照査する．PSL2 > Pa・・・【OK】  
 
 継手種別②  
β=PSL4/P ty_f= 428kN / 1102kN = 0.39 ≦  0.6・・・【OK】  
 β≦0.6 であるため，照査完了．  
 
 継手種別③  
β=PSL7/P ty_f= 498kN / 1102kN = 0.45 ≦  0.6・・・【OK】  
 β≦0.6 であるため，照査完了．  
 
＜ウェブに接合する場合＞  
 継手種別①  
β=PSL1/P ty_w= 714kN / 408kN = 1.74 ＞  0.6 
0.8＜β であるため，すべり耐力の低下 20%を考慮した PSL3 が作用荷重（Pa）に
対して十分な耐力を有しているか再照査する．PSL3 > Pa・・・【OK】  
 
 継手種別②  
β=PSL4/P ty_w= 428kN / 408kN = 1.05 ＞  0.6 
0.8＜β であるため，すべり耐力の低下 20%を考慮した PSL6 が作用荷重（Pa）に
対して十分な耐力を有しているか再照査する．PSL6 < Pa・・・【NG】  
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6.5.4 照査結果 
 6.5.2 項と 6.5.3 項で示した照査結果を表 6.2 に示す．鋼標準に従い照査する場合，
すべり係数が 0.40 未満である継手種別②と③は適用外となる．本研究で提示した
耐力評価法に従い照査した場合，継手種別①は，フランジ，ウェブに設置する場
合ともにすべり耐力と降伏耐力が満足する結果であり，鋼標準での照査結果と同
じであった．継手種別②は，フランジに設置する場合，すべり耐力と降伏耐力が
満足する結果であるのに対し，ウェブに設置する場合はすべり耐力が満足しない
結果となった．継手種別③はフランジに設置する場合，すべり耐力と降伏耐力が
満足する結果となった．  
本照査例で想定した条件においては，鋼標準による照査結果と本研究で提示し
た耐力評価法による照査結果はほぼ同じであった．本研究で提示した耐力評価法
では，鋼標準では適用できない接合面処理を有する継手の耐力を評価することが
できる．  
 
表 6.2 照査結果一覧  
 
 
 
  
添加鋼材
フランジ ウェブ フランジ ウェブ
β≦0.6 0.50 ― ―
0.6<β≦0.8 0.45 OK ―
0.8<β 0.40 ― OK
β≦0.6 0.30 OK ―
0.6<β≦0.8 0.27 ― ―
0.8<β 0.24 ― NG
③ 2 カップブラシ＋接着剤
無機ジンク
（膜厚75±15μm） β≦0.6 0.35 OK ―適用外
既設鋼材
すべり/降伏
耐力比β
すべり
係数μ
継手
種別 外層さび評点 素地調整 表面処理
既設側接合部材
鋼標準[2] 本研究の耐力評価法
無機ジンク
（膜厚75±15μm）
OK OK
3以上 カップブラシ
ブラスト
(Ra≧10µm)①
② 適用外
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6.6 設計および施工上の留意点 
(1) 既設鋼材の外層さびの評価 
 表層さびの評点付けは，表 6.3 に示す文献 [5]で提案されている評価基準を参考
に実施する．さび粒径はセロテープ試験，さび厚は電磁膜厚計等により測定す
る．  
 異常とは，裸仕様の耐候性鋼橋梁として期待された状態でないことを表す．  
 正常の判定は，層状剥離の痕跡がないことを前提に，9 年目以降において可能． 
 
表 6.3 目視外観観察法とさび厚測定法による評点付け基準とその解釈法（案） [5] 
 
(2) 既設鋼材の素地調整 
 素地調整はカップブラシを用いて茶褐色の外層さびを完全に除去し，全体的に
黒色になる程度まで行う．素地調整程度は図 6.5 を目安とし，目視で管理する．
うろこ状さびの場合，剥離するさびが残存していると，すべり耐力が低下する
可能性がある．  
  
（a）評点 3 以上（保護性さび）  （b）評点 2（うろこ状さび）  
図 6.5 既設鋼材の素地調整前後の状態  
 
状態 評点 目視外観（例） さび厚 
正常 
5 腐食が進まず，さびも薄い 200μm 程度未満 
4 平均外観粒径 1mm 程度以下で均一なさび 
400μm 程度未満 
3 平均外観粒径 1～5mm 程度のさび 
要観察 2 外観粒径 5～25mm 程度のうろこ状剥離がある
さび 
400μm 程度以上 
800μm 程度未満 
異常 1 層状剥離が起きているさび 800μm 程度以上 
 
前  
後  
前  
後  
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(3) 内層さびのさび層厚と表面粗さの測定  
 評点 3 以上の場合，内層さびのさび層厚と表面粗さを測定する．さび層厚は電
磁膜厚計，表面粗さは現地で測定できる小型表面粗さ測定機などで測定する．
測定値が表 6.1 に示す範囲程度であることを確認する．  
 評点 2 の場合，内層さびのさび層厚を測定する．測定値が，表 6.1 に示す範囲
程度であることを確認する．浮きさびが残存していると，さび層厚を過大に評
価するため，入念な素地調整を実施した後に測定すること．  
 
(4) 添加鋼材の接合面処理  
 添加鋼材の内層さびの状態に関する測定結果を踏まえ，表 6.1 に示す接合面処
理方法を選定する．  
 添加鋼材の接合面処理がブラスト処理の場合，その表面粗さ(Ra)が 10μm 以上
となるように管理すること．  
 添加鋼材の接合面処理として無機ジンクリッチペイントを塗布する場合，その
塗膜厚が 60～90μm となるように管理すること，無機ジンクリッチペイントは
鋼材との密着性を確保するため，ブラスト処理後に塗布する必要がある．  
 
(5) 接着剤の選定  
 うろこ状さびが形成されていた既設耐候性鋼材に添加部材を接合する際に用
いる接着剤は，常温硬化型の 2 液性エポキシ樹脂系接着剤で，金属同士の接着
に適した材料を選定する．  
 接着剤を選定する場合，特に重要な項目は「可使時間」と「練り上げ状態」で
ある [6]．可使時間は，練り上げた状態から塗布するまでの許容（施工可能）
時間である．2 液性のエポキシ樹脂系接着剤では硬化剤の種類によって，可使
時間や硬化時間が異なるため，施工時間を考慮して材料を選定する．接着剤を
練り上げた状態としては，液状，ペースト状，パテ状の 3 つの状態があるが，
添加部材を接合する既設部材表面では，上向きや立向きに塗布することが想定
されるため，ペースト状，あるいはパテ状が望ましい．  
 接着剤のせん断強度は 18～22N/mm2 程度 [7]を目安とする．せん断強度が余り
にも低いと，十分なすべり耐力が確保できない可能性がある．   
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(6) 既設鋼材表面への接着剤の塗布とボルト締付け 
 ボルト孔に接着剤が充填されないよう養生する．凹部に完全に充填されるよう
に十分な厚さで接着剤を塗布する．添加部材を押し当ててボルト孔を合わせた
後，接着剤の可使時間内でボルトを締付ける．ボルト締付け時に接合面からは
み出てくる接着剤は除去する．  
 接着剤の使用は，取り扱い説明書やカタログに明記されている注意事項を遵守
する．例えば，以下に示すような注意事項がある．  
 接着剤の主剤と硬化剤の混合比率に従って正確に軽量し，十分に混合，撹
拌する．混ぜ残しのないように主剤と硬化剤が均一になるまで十分に混合
する．冬期など低温下では硬くなって混ぜにくくなる．その時は使用前に
主剤を温めておく（目安 20~25℃） [7]．  
 接着剤は，一般に温度が高いと硬化が速くなり，低いと遅くなる．また，
厚く塗ると硬化が速くなり，薄く塗ると遅くなる．そのため，作業時間が
短い場合は加熱することにより，硬化を速めることができる．加熱には，
投光器や工業用ドライヤー等を用いることとし，決して直火を当てないこ
と[7]．  
 
6.7 まとめ 
本章では，第 2 章，第 3 章で得られた結果に基づいて重ね継手の耐力評価法を
示すとともに，第 5 章で得られた結果に基づき，既設耐候性鋼橋に落橋防止装置
を設置することを想定した重ね継手の設計に用いるすべり係数を提示した．これ
らを組み合わせることにより、重ね継手の耐力評価法と照査例を示した．また，
既設耐候性鋼橋梁に重ね継手を適用する際の接合面状態に応じたすべり係数を用
いた設計および施工上の留意点をまとめた．ここで得られた結果は以下のとおり
である．  
 
(1) 重ね摩擦接合継手のすべり耐力は，すべり /降伏耐力比 β に応じてすべり耐力
補正係数 φs を考慮し，降伏耐力は，降伏耐力補正係数 φy を考慮して評価す
ることを提示した．  
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：
64μm 程度，Ra：18～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）
した添加鋼材を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.50 を推奨値とする．  
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(3) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：45
～100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼
材（塗膜厚：60～90μm）を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.30 を推奨値
とする．  
(4) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した後に接着剤（せん断強度：18
～22N/mm2）を塗布した既設耐候性鋼材に対し，無機ジンク（塗膜厚：60～
90μm）を塗布した添加鋼材をボルト接合した接着剤併用継手のすべり係数は
0.35 を推奨値とする．  
(5) 本照査例で想定した条件においては，鋼標準による照査結果と本研究で提示
した耐力評価法による照査結果がほぼ同じとなる．本研究で提示した耐力評
価法では，鋼標準では適用できない接合面処理を有する継手の耐力を評価で
きる．  
(6) 本研究で提示した耐力評価法は，実験から得られた結果を含む．適用条件を
明確にするため，設計および施工上の留意点を示した．  
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第 7 章 結論 
 
本研究では，既設耐候性鋼橋梁に落橋防止装置を設置する際に用いる高力ボルト重
ね摩擦接合継手の耐力評価法を示すことを目的に検討を行った．まず，落橋防止装置
のボルト接合部のような偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と
降伏耐力に関して，偏心荷重やすべり/降伏耐力比 β，偏心量，継手長さの影響につい
て検討した．そして，既設耐候性鋼材表面を簡易な素地調整を施した状態に対し，ブ
ラスト処理または無機ジンクを塗布した添加鋼材を摩擦接合した場合のすべり耐力と
その影響因子および経時変化を明らかにするための検討を行った． 
 各章で得られた結果は以下のとおりである． 
 
第 2 章 偏心荷重が作用する高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力 
 
第 2 章では，偏心荷重を受ける重ね継手と 1 面摩擦継手のすべり耐力と降伏耐力に
ついて，2 面摩擦継手との相違を明らかにすることを目的とし，同じすべり/降伏耐力
比 β（0.80）となるよう設計した試験体を用いて，引張試験とその再現解析を実施し
た．そして，継手形式の違いがすべり耐力と降伏耐力に与える影響を評価した．ここ
で得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) 接合面に無機ジンクリッチペイントを塗布した 2 面摩擦継手のすべり係数は 0.62，
1 面摩擦継手では 0.58，重ね継手では 0.57 であった．塗膜厚 60～90μm で無機ジ
ンクリッチペイントを塗布した場合の高力ボルト摩擦接合継手のすべり係数は，
継手形式によらず 0.50 以上であった． 
 
(2) 重ね継手のすべり耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが，2 面摩擦継手と比較す
ると 10%程度低い．これは，偏心荷重に伴う板曲げの影響により，ボルト軸外側
のひずみ低下が大きいためである．また，板曲げによるボルト軸力の作用範囲の
減少がすべり耐力の低下に影響している可能性がある． 
 
(3) 重ね継手の降伏耐力は 1 面摩擦継手と同程度であるが，2 面摩擦継手と比較する
と 20%程度低い．降伏耐力が低い原因は，母板が偏心荷重による板曲げを受ける
ことにある． 
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(4) 偏心荷重による板曲げを受ける重ね継手や 1 面摩擦継手は，降伏耐力が低下する
ため，計算上のすべり/降伏耐力比 β が 0.8 の場合は降伏先行型の継手となる可能
性がある．重ね継手や 1 面摩擦継手をすべり先行型の継手として設計するために
は，降伏耐力の低下を考慮する必要がある． 
 
第 3 章 高力ボルト重ね摩擦接合継手のすべり耐力と降伏耐力に関する解析的検討 
 
第 3 章では，2 面摩擦継手と重ね継手を対象に，すべり/降伏耐力比 β，偏心量，継
手長さをパラメータとした FEM 解析を行い，それらが重ね継手のすべり耐力と降伏耐
力に与える影響について検討した．ここで得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) すべり/降伏耐力比 β の増加に伴い，すべり耐力の低下が大きくなる．すべり耐力
の低下の原因は，ボルト軸外側のひずみ低下が大きくなるためであり，ひずみ低
下の原因は，面外曲げの影響によりボルト孔外側で母板の降伏が早く生じるため
である． 
 
(2) すべり/降伏耐力比 βが同じでも，偏心量が大きい場合は，すべり耐力が低くなる．
すべり耐力の低下の原因は，面外曲げの折れ点の違いによる接触圧力の接触半径
の違いにあると考えられる．しかし，通常の重ね継手の設計で想定される板厚に
おいては，偏心量がすべり耐力に与える影響は小さい． 
 
(3) すべり/降伏耐力比 β が 0.8 以上の重ね継手の降伏耐力を 2 面摩擦継手と比較した
場合，β の値によらず 20～25%程度低い．降伏耐力の低下の原因は，面外曲げの
影響を受けて鋼板の降伏が早く生じるためである．板が薄い場合は面外曲げの影
響が大きくなるため，鋼板の降伏が早く生じる． 
 
(4) 重ね継手は，継手が長いほどすべり耐力および降伏耐力が低下するもののその影
響は小さい．低下の原因は，継手が長いほど接合部の曲げ応力が大きくなるため
である． 
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第 4 章 既設耐候性鋼橋のさび生成状態の調査 
 
第 4 章では，落橋防止装置を設置することが想定される経年 30 年程度の既設耐候
性鋼鉄道橋の桁端部の部材を対象に，部位ごとの外層さびの局所評価と内層さびの状
態を把握することを目的に実橋調査した．調査した橋梁のうち，外層さびの状態が評
点 3 以上の部位では，ワイヤブラシによる素地調整前後でさび厚と表面粗さを測定し，
内層さびの状態を調査した．ここで得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) 調査橋梁はいずれも下フランジに排水性を考慮したディテールが採用されている
が，豪雪地域である A 橋梁と B 橋梁では下フランジ下面にうろこ状さびが形成さ
れていたのに対し，C 橋梁や D 橋梁では，うろこ状さびの形成までは至っていな
かった．同じようなミクロ環境の場合，外層さびの状態には，平均降水量，気温，
日照時間，平均風速などのマクロ環境が影響していると考えられる． 
 
(2) 外層さびは，桁内側や水平部材で厚い傾向が認められる．素地調整前の外層さび
の厚さは 53.2～293.7μm であったのに対し，素地調整後の内層さびの厚さは 60.3
～160.0μm となった．素地調整によって外層さびが除去されることでさび厚が小
さくなる傾向が認められた． 
 
(3) 素地調整前の外層さびの算術平均粗さ(Ra)は 26.2～45.2μm であったのに対し，素
地調整後の内層さびは 21.3～39.2μm であった．素地調整によって外層さびが除去
されることで表面粗さが小さくなる傾向は認められるが，その差は小さい． 
 
第 5 章 既設耐候性鋼橋に用いる高力ボルト摩擦接合継手のすべり耐力 
 
第 5 章では，既設耐候性鋼材の外層さびをカップブラシで除去して内層さびを残し
た状態に対し，ブラスト処理したあるいは無機ジンクを塗布した添加鋼材を摩擦接合
した継手のすべり係数を明らかにする目的で，重ね継手の引張試験を行った．そして，
添加鋼材の表面粗さや既設耐候性鋼材のさびの状態がすべり耐力に与える影響につい
て検討した．うろこ状さびが生成されている既設耐候性鋼材に摩擦接合する場合には，
接合面に接着剤を用いることの効果についても検討した．さらに，試験体を腐食促進
してから引張試験を行い，すべり耐力の経時変化を調べた．ここで得られた結果は以
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下のとおりである． 
 
(1) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：64μm 程
度，Ra：19～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）した添加鋼材
を摩擦接合した継手のすべり係数の平均は 0.55 であった．既往の試験結果と比較
すると，添加鋼材の表面粗さが大きいほうがすべり耐力が高いという結果が得ら
れた．添加鋼材にブラスト処理を行った後に大気曝露してさび層を形成させると，
さび層形成前の添加鋼材を用いた場合に比べてすべり係数が低くなった．また，
大気曝露期間を長くするとすべり係数が低くなる傾向が認められた． 
 
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：45～
100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材（塗
膜厚：60～90μm）を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.31～0.61 であった．既設
耐候性鋼材のさび層厚や表面粗さがすべり耐力に与える影響は小さいが，添加鋼
材の無機ジンクの塗膜厚がすべり耐力に影響する可能性がある． 
 
(3) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材に対し，無機ジン
クを塗布した添加鋼材を摩擦接合した継手のすべり係数の平均は 0.28 であった．
うろこ状さび面は素地調整後も表面凹凸が大きく，接触状態が不均一なためすべ
り耐力が低い．接合面の凹凸から，水や酸素が供給されると接合面が腐食するが，
ボルト頭やナットに減肉が生じない程度の腐食であればすべり耐力に与える影響
は小さい． 
 
(4) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した後に接着剤を塗布した既設耐候性
鋼材に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材をボルト接合した接着剤併用継手の
すべり係数は 0.35～0.52 であった．すべり耐力には，接着剤のせん断強度が影響
する．うろこ状さび面の素地調整程度によってはさび層の凝集破壊が生じ，すべ
り耐力が低くなる可能性がある．接合面に接着剤を塗布することで，水や酸素の
供給を遮断するため，接合面は腐食しない．腐食促進試験後もすべり耐力の変化
は認められなかった． 
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第 6 章 既設耐候性鋼橋に設置する落橋防止装置の耐力評価法と照査例 
 
第 6 章では，第 2 章，第 3 章で得られた結果に基づいて重ね継手の耐力評価法を示
すとともに，第 5 章で得られた結果に基づき，既設耐候性鋼橋に落橋防止装置を設置
することを想定した重ね継手の設計に用いるすべり係数を提示した．これらを組み合
わせることにより、重ね継手の耐力評価法と照査例を示した．また，既設耐候性鋼橋
梁に重ね継手を適用する際の接合面状態に応じたすべり係数を用いた設計および施工
上の留意点をまとめた．ここで得られた結果は以下のとおりである． 
 
(1) 重ね摩擦接合継手のすべり耐力は，すべり/降伏耐力比 β に応じてすべり耐力補
正係数 φs を考慮し，降伏耐力は，降伏耐力補正係数 φy を考慮して評価すること
を提示した． 
 
(2) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：64μm
程度，Ra：18～28μm 程度）に対し，ブラスト処理（Ra：15μm 程度）した添加
鋼材を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.50 を推奨値とする． 
 
(3) 保護性さび面をカップブラシで素地調整した既設耐候性鋼材（さび層厚：45～
100μm 程度，Ra：15～30μm 程度）に対し，無機ジンクを塗布した添加鋼材（塗
膜厚：60～90μm）を摩擦接合した継手のすべり係数は 0.30 を推奨値とする． 
 
(4) うろこ状さび面をカップブラシで素地調整した後に接着剤（引張せん断強度：
18～22N/mm2）を塗布した既設耐候性鋼材に対し，無機ジンク（塗膜厚：60～90μm）
を塗布した添加鋼材をボルト接合した接着剤併用継手のすべり係数は 0.35 を推
奨値とする． 
 
(5) 本照査例で想定した条件においては，鋼標準による照査結果と本研究で提示し
た耐力評価法による照査結果がほぼ同じとなる．本研究で提示した耐力評価法
では，鋼標準では適用できない接合面処理を有する継手の耐力を評価できる． 
 
(6) 本研究で提示した耐力評価法は，実験から得られた結果を含む．適用条件を明
確にするため，設計および施工上の留意点を示した． 
114 
 
以上のように，既設耐候性鋼橋梁に落橋防止装置を設置する際に用いる高力ボルト
重ね摩擦接合継手の耐力評価法を示した．既設耐候性鋼橋表面に形成されるさび状態
は，架設環境に加え部位・部材によっても異なる．本研究で調査した橋梁数は 4 橋の
みであり，いずれも離岸距離が約 20km 以上の橋梁である．内層さびの状態を把握す
るためには，今後，調査橋梁数を増やすとともに，海岸地域の耐候性鋼橋梁も含めて
調査していく必要がある．また，添加鋼材表面に形成されたさび層がすべり耐力に与
える影響，添加鋼材の表面に無機ジンクを塗布した場合の塗膜厚とすべり耐力の関係，
既設耐候性鋼材のうろこ状さび面への素地調整程度が接着剤を塗布する継手のすべり
耐力に与える影響については，実施工に向けて今後より詳細に検討する必要がある． 
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